
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 3490

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
㍑

195,838
3124.8

193,392
3024.2

191,667
2982.6

回 30 26 30 34 30 34 30 30 30 30

回 10 4 10 4 10 5 10 10 10 10

％ 100.0 92.7 100.0 93.3 100.0 89.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

人
㍑

7,999
3,127.4

7451
2,897.8

7,999
3,127.4

7,308
2,822.2

7,999
3,127.4

6,980
2,682.2

7,999
3,127.4

7,999
3,127.4

7,999
3,127.4

7,999
3,127.4

7,999
3,127.4

7,999
3,127.4

人
人

175
6,443

114
6542

175
6,618

48
6,590

175
6,793

140
6,730

175
6,968

175
6,968

175
6,968

175
6,968

175
6,618

175
7,318

千円 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

千円 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

千円 3,195 2,167 2,258 3,817 3,817 3,817 3,817

千円 6,578 7,489 5,658 6,855 6,855 6,855 6,855

千円 9,773 9,656 7,916 10,672 10,672 10,672 10,672

千円 70 210 210 210 210

千円

千円

千円

千円 9,703 9,656 7,916 10,462 10,462 10,462 10,462

千円 9,773 9,656 7,916 10,672 10,672 10,672 10,672

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 献血運動推進事業 保健福祉部 保健所総務課

手段 意図（目的）

【事業費】
・イベント会場をビッグパレットふくしまに戻したことにより
会場使用料等が増加した。
・骨髄等移植ドナー助成金の利用者が、前年度はゼロであった
が１名申出があったため、微増となった。

【人件費】
・職員の減員により人件費の総額としては減少しているが、献
血の実施にあたって新型コロナウィルス感染症感染防止対策に
ついての主催者との打ち合わせ及び資料作成等のため、一人あ
たりの業務負担は増加した。

一次評価コメント

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

活動指標③

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

成果指標① 県の目標値からの献血達成率

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）2022年度（令和４年度）

活動指標② 骨髄バンクドナー登録会の実施回数

対象指標
献血可能年齢人口現住人口（15～64歳)
献血目標量（県から提示された目標値）

活動指標① 市及び市が補助する献血推進団体による献血実施回数

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.4
3.8
10.2

政策体系

　献血者の健康や輸血用血液の安全性にかかる知見も少なかったことから
採血期間間隔や海外への渡航経歴などの採血条件を問われることは少な
く、献血制限も厳しくなかった。なお、骨髄移植への理解不足のため、ド
ナー登録に積極的でない人が見られた。

・少子高齢化が進む中、献血を支えることが期待される10～30代の献血
者数の減少が課題である。
・さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策により、献血
イベントが行えなかったり、規模を縮小するなどの対応が長らく続いて
きた影響から、全国的に献血者が減少し厳しい状況が続いている。

・医療技術の進歩により必要とする献血量は減少傾向にあるが、少子化の進展による献
血可能人口の減少を考えると、将来の献血基盤となる若年層への対策がこれまで以上に
重要となる。
・新型コロナウイルス感染症が５類へ移行した後についても、感染状況によっては献血
イベントの中止や規模縮小もあり得る状態であり、献血者数の確保は引き続き難しい状
況におかれると予測される。

・若年層の献血への意識が低い。
・献血は治療や医療行為に不可欠であることから、継続的な新型コロナウイルス感染症
予防対策と献血者確保の両立が必要である。
・骨髄バンク登録においては、勧誘時に多少の恐怖心が窺えるので、丁寧な説明が必要
である。

大綱（取組）
－

市民に対して献血に関する教育等を実施する。市民（企業・団体を含む）の献血への円滑な協力体制
のか確立のための措置を実施する。献血推進団体へ事業補助を行い、かつ育成を図る。献血イベント
に併せて骨髄バンクの登録推進を図る。

献血者の確保を図る。献血思想の普及・啓発を図る。骨髄バンクドナー登録希望者の経済的負担軽減
を図る。

単位コスト（所要一般財源から算出） 献血者（献血車による献血）及び骨髄バンクドナー新規登録者1人あたりのコスト

事業費

人件費

成果指標②
献血者数（献血車による献血）
献血量

成果指標③
本市実施の登録会による骨髄バンクドナー新規登録者数（当該年度）
本市実施の登録会による骨髄バンクドナー登録者総数（累計）

単位コスト（総コストから算出）献血者（献血車による献血）及び骨髄バンクドナー新規登録者1人あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

歳入計

・献血実施回数、骨髄バンクドナー登録会実施回数ともに、関係団体（郡山市献血推進協会及び福島県骨髄バンク
推進連絡協議会郡山支部）との緊密な連携を図りながら事業を行い、献血実施回数は計画を上回った。

・新型コロナウイルス感染症予防対策による献血イベントの規模縮小や中止の影響もあり、献血達成率、献血者
数、献血量ともに、計画数を下回った。
・骨髄バンクドナー新規登録者数は、新型コロナ感染症の感染拡大防止の観点から、骨髄バンクドナー登録会の
開催回数は５回で、登録者数は計画を下回ったものの前年度の３倍近い登録者数を達成した。

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）
　輸血用血液製剤の原料となる血液は全て献血により確保されていることから、
輸血医療の提供のために献血者の確保は不可欠である。献血について住民の理解
を深め、福島県赤十字血液センターによる献血の受入れが円滑に実施されるよう
にすることは、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律により市町村の
責務とされており、引き続き、郡山市献血推進協会と連携して献血推進運動を展
開する必要がある。引き続き、５類移行後にあっても新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止に留意しながら、将来の献血可能年齢人口の減少に対応するた
め、若年層への献血思想の普及啓発に努めていくことが重要である。
　また、骨髄移植を希望する患者に対し、骨髄バンクドナー登録者を増やす取組
みが重要であることから、引き続き骨髄バンクの普及啓発及びドナー登録を推進
していく必要がある。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

○５　成果指標
（目的達成度）

経常事業

１　規模・方法の妥当性
　当該事業は、献血に対する理解を深めるための普及啓発や、献血者の確保を図
るとともに、骨髄バンクドナー登録推進に取り組む事業である。
　令和４年度は、新型コロナ対策による献血イベントの縮小や中止の影響あり、
献血達成率、献血者数、献血量ともに昨年度を下回ったものの、骨髄バンクド
ナーの新規登録者数は昨年度を大きく上回る140名となった。
　献血は「安全な血液製剤の安定供給の確保等に法律」に基づき、県が定める
「福島県献血推進計画」により福島県赤十字血液センターが主体となって実施し
ているものである。また、輸血医療の提供のため、献血者の確保は必要不可欠で
あり、経常的に実施していく必要があることから、今後はマネジメントサイクル
によらず事業を実施する。
　なお、引き続き関係団体と連携を図りながら啓発活動を行い、献血者の確保に
努める必要がある。

二次評価コメント

代替事業（有）

２　公平性

３　効率性

ニーズ（大）
0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6237

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 325,742

人 4,500 240 1,000 154 1,000 76 0 0 0 0

％ 0.01 0 0.01 0 0.01 0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

千円 153 124 141 0 0 0 0

千円 100 80 95 0 0 0 0

千円 7,126 4,779 1,414 13,366 66 66 66

千円 29,574 14,332 9,279 5,493 5,493 5,493 5,493

千円 36,700 19,111 10,693 18,859 5,559 5,559 5,559

千円 12,783 6,840 3,484 14,544 1,244 1,244 1,244

千円

千円

千円 5 5 5 5

千円 23,917 12,271 7,209 4,310 4,310 4,310 4,310

千円 36,700 19,111 10,693 18,859 5,559 5,559 5,559

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

1 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

3

3

1

4

(1) 具体的なカイゼン策
・検査体制の見直し
・組織体制の見直し
・ロードマップの作成
(2) カイゼンの明確な時期
・令和４年度予算要求時までに確定
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・福島県県民健康調査課
・行政マネジメント課５　成果指標

（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

ニーズ（大）

○

　当該事業は、原発事故に伴う市民の放射線による健康影響に対する不安解消及
び長期的な健康管理を図るため、ホールボディカウンタによる内部被ばく検査を
実施するものである。
　令和４年度は、検査人数が昨年度の約半分の76名となり、年々検査人数が状況
から、継続した事業実施や検査結果の周知により、放射線による健康被害に対す
る不安解消と内部被ばくに対する理解が進んでいることがうかがえる。
　令和５年３月31日に、本市の汚染状況重点調査地域の指定が解除となり、今後
は受検者がさらに減少すると見込まれることから、事業の一定の目的が達成され
たと捉え、本市直営の内部検査事業は終了し、令和５年度をもって、本事業を完
了とする。
　なお、今後の内部被ばく検査希望者については、県による車載式ホールボディ
カウンタ及び本市と放射線内部被ばく検査等業務に関する協定を締結しているひ
らた中央病院での検査を案内するものとする。

歳入計

一次評価コメント

【事業費】
　受験者数が半数以下に減少したことなどにより△3,365
千円前年度比約７割の削減が図れた。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　原発事故から１１年が経過し、検査件数も減少したこと
から▲５，０５３千円、前年度比約４割削減することがで
きた。

活動指標分析結果

　原発事故からの時間的経過や検査結果の公表により放射線影響からの安全、安心の認識が大きく広がり
受験者数が減少した。

　令和４年度は76人の市民が内部被ばく検査を受検したが、検出限界値を越えた者はいなかった。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

代替事業（有）

４　活動指標
（活動達成度）

成果指標分析結果

※評価２がある場合→原則「改善・廃止・統合」改善

完了

代替事業（有）
原子力災害からの年数経過とともに受検者数が減少しているため、直営の内部被
ばく検査事業を廃止し、県による車載式ホールボディカウンタ及びひらた中央病
院における内部被ばく検査での受検機会提供とする。

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

事業費

一般財源等

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

歳出計（総事業費）

国・県支出金

人件費

３　効率性

事業開始時周辺環境（背景）

２　公平性

ニーズ（大）

○

二次評価コメント

１　規模・方法の妥当性

単位コスト（総コストから算出）ホールボディカウンタ検査1人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） ホールボディカウンタ検査1人あたりのコスト

成果指標③

検査における検出限界値を超えた人数の割合

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標 市民

政策体系

基盤的取組：行政経営効率化　等 1.3
10.2

大綱（取組）
―

指標名

　東京電力福島第一原子力発電所の事故を受け、市民に放射線による健康影
響に対する不安が広がり、内部被ばく検査の要望が寄せられた。

2023年度（令和５年度）
単位

　原発事故からの時間の経過や検査開始以来内部被ばく検査を受けた全員の検査結果が
生涯に受ける追加放射線量年間１ミリシーベルト未満であること、県民健康調査の結果
公表などにより放射線による健康被害への不安解消が図られていることなどを踏まえ、
２０２３年度（令和５年度）から市直営の内部被ばく検査を取り止めたため、検査人数
はさらに減少することが予測される。

今後周辺環境（予測）

内部被ばく検査事業

住民意向分析

　自身はもとより子供の将来に及ぼす放射線による健康影響に不安を抱えている市民も
おり内部被ばく検査受検機会の継続した提供を求めている。

保健福祉部 保健所総務課

手段 意図（目的）

　県による車載式ホールボディカウンタ及びひらた中央病院における内部被ばく検査により受検機会を
提供する。

　原発事故に伴う放射線による健康影響に対する市民の不安を解消する。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

内部被ばく検査人数

2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

現状周辺環境

　原発事故からの時間的経過や検査結果の公表により空間放射線率が原発
事故発生当時と比べかなり低下し、市内が安全な場所で安心して暮らせる
環境であることが広く認識されたため内部被ばく検査人数は年々減少して
いるものの、放射線による健康影響に対する不安は未だに続いている。

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

指標名
2022年度（令和４年度）2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6533

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 325,742

箇所 9 9 5 5 5 5 1 1 1 1

件 1,500 957 1,000 872 1,000 700 500 500 500 500 1,000 500

千円 39 26 30 14 14 20 20

千円 13 5 5 9 9

千円 25,196 17,895 18,023 1,677 1,080 1,080 1,080

千円 11,982 4,525 3,160 5,493 5,493 5,493 5,493

千円 37,178 22,420 21,183 7,170 6,573 6,573 6,573

千円 25,194 17,895 18,023 2,855 2,258 2,258 2,258

千円

千円

千円 5 5 5 5

千円 11,984 4,525 3,160 4,310 4,310 4,310 4,310

千円 37,178 22,420 21,183 7,170 6,573 6,573 6,573

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3

　

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

3

代替事業（無）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

―

○

【人件費】
　原発事故から１１年が経過し、検査件数も減少したこと
から▲１，３６５千円、前年度比約３割削減することがで
きた。

一次評価コメント

　当該事業は、行政センター等に放射能検査機器を設置し、市民が自ら持ち込む食品等
に含まれる放射能の検査を実施する事業である。
　令和４年度は、前年度同様に市内５箇所での測定を実施し、検査件数700件のうち、33
件が基準値を超える結果となった。野生きのこや山菜など、放射性物質が蓄積されやす
い食品については未だ基準値を超えるものが見受けられる状況であり、測定により市民
の不安解消と内部被ばくの防止に寄与していると考えられる。また、検査件数が減少傾
向であることを踏まえ、事業費及び人件費の削減のため、令和５年度からの検査箇所の
１箇所への集約とともに、係の廃止に取り組んだところである。
　本市の汚染状況重点調査地域の指定が令和5年3月で解除となり、検査件数がさらに減
少すると見込まれるものの、未だ食品への不安を抱えている方がおり、食品の安全安心
確保のため、経常的に検査を実施する必要があることから、今後はマネジメントサイク
ルによらず事業を実施する。なお、事業実施にあたっては、国及び県の動きを注視する
とともに、福島再生加速化交付金等の交付金、補助金等の活用に努める必要がある。

【事業費】
前年度の実績と同程度の検査件数を見込んだため、前年度
と同程度の事業費となった。今後も原発事故後の食品に対
する市民の安全・安心を確保するため事業は継続して実施
する。

(1) 具体的なカイゼン策
・検査体制の見直し
・組織体制の見直し
・ロードマップの作成
(2) カイゼンの明確な時期
・令和４年度予算要求までに確定
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・行政マネジメント課

政策体系

食品等放射能検査1件あたりのコスト

自家消費野菜等放射能検査事業

住民意向分析

　市民には未だ原発事故後の食品への不安を抱えている方がおり、食品の安全安心確保
のため放射能検査事業継続を求めている。

保健福祉部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

保健所総務課

今後周辺環境（予測）

手段 意図（目的）

　保健所に放射能検査機器を配備し、市民が自ら持ち込む食品等（自家消費野菜等）に含まれる放射能
検査を実施する。

　原発事故後の食品の安全確保及び食品に対する不安を解消する。

2024年度（令和６年度）

　市内各所における継続した検査の実施やリーフレットの配布、検査結果
のウェブ公表など、食品と放射能に関する知識の普及に努めたことによ
り、放射能が含まれやすい食材への認識が市民に広まったものの、放射能
汚染による食品等への不安は未だに続いている。

食品等放射能検査箇所数

市民

大綱（取組）

2021年度(令和３年度)に検査箇所を９箇所から５箇所に集約したところであり、集約後の利用実績を踏ま
え、2023年度(令和５年度)から、検査箇所を５箇所から１箇所へ集約することとした。

現状周辺環境

成果指標分析結果活動指標分析結果

単位コスト（総コストから算出）

まちづくり基本指針五次実施計画

その他

食品等放射能検査1件あたりのコスト

歳出計（総事業費）

単位コスト（所要一般財源から算出）

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

検査件数が約２割減少したことにより単位コストが上昇した。

二次評価コメント

ニーズ（小）

ニーズ（小）

継続

経常事業

代替事業（有）

代替事業（有）

　検査結果を分析したところ、基準値を超えた食品数が７００件中３３件あり、
市民に対してこれら食品摂取を抑止し放射性物質からの内部被ばくを低減できた
と考える。原発事故から１１年が経過し、放射能が含まれやすい食品の認知によ
り検査件数が減少していること踏まえ、R3年度に検査箇所の集約に加えて課から
係へと組織体制を改編し人員削減を実施し、R5年度から検査箇所を５箇所から１
箇所へ集約するとともに、係を廃止し人員削減に取り組んだ。
今後も原発事故後の食品の安全確保及び食品に対する不安を解消するため、検査
事業を継続して実施していく。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

食品等放射能検査件数

指標名
2023年度（令和５年度）

事業費

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

人件費

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

事業開始時周辺環境（背景）

指標名

基盤的取組：行政経営効率化　等 1.3
10.2

　東京電力福島第一原子力発電所の事故を受け、市民に放射線による健康影
響に対する不安が広がり、食品等の放射能検査の要望が寄せられた。

単位

　原発事故からの時間経過及び放射能が含まれやすい食品への認識の広がりなどによ
り、検査件数は減少すると見込まれる。

まちづくり基本指針六次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6447

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 4,910 4,910 4,148

人 50 80 50 50 50 50

人 120 132 120 120 120 120

件 50 4 50 22 15 3 15 15 15 15

人 62 49 60 63 60 69 60 60 60 60 60 60

人 2 3 2 3 2 6 2 2 2 2 2 2

千円 76 258 92 108 108 108 108

千円 76 258 92 102 102 102 102

千円 283 538 0 2,000 2,000 2,000 2,000

千円 3,460 15,734 5,806 4,500 4,500 4,500 4,500

千円 3,743 16,272 5,806 6,500 6,500 6,500 6,500

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0 400 400 400 400

千円 3,743 16,272 5,806 6,100 6,100 6,100 6,100

千円 3,743 16,272 5,806 6,500 6,500 6,500 6,500

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

○

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

継続

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

ニーズ（大）

二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、医療従事者の多様な働き方を支援するため、育成機関から実習生を受け
入れるとともに、市保健事業へ協力する人材バンク「登録看護職制度」を推進する事業
である。また、県内の助産師養成校に在籍する学生に対して修学資金を貸与している医
療機関に補助を行っている。
　令和４年度は、新型コロナ第７波及び第８波の対応を優先したため医療機関への訪問
回数が前年度と比較して減少した。保健事業登録看護職数については、新型コロナウイ
ルス感染症に対応する看護師の人材確保が必要となり、新規登録者の募集活動に注力し
たことによって前年度と比較して増加し、うち６人が就業に結び付いた。
　保健事業に登録することによって市から登録者へ求人情報等を提供し、離職していた
看護師が復職するなど、医療従事者確保に寄与していることから継続して事業を実施す
る。
　なお、看護学生を対象としている「助産師就学資金貸与支援事業」については前年度
１件に対し、令和４年度は実績が無いため、多様な周知方法を検討するなど、当該事業
の活用推進に努める必要がある。代替事業（無）

ニーズ（小）

代替事業（有）

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

　保健・看護学生等実習受入については、計画値では５０人と設定していたが、例年、実習を受け入れて
いる郡山看護専門学校の学生数が多かったことから、計画値を大きく上回った。また、保健事業に加え、
新型コロナウイルス感染症に対応するために新たな人員を確保する必要があったことから、看護師の新規
登録者の募集に注力したこともあり、保健事業就労参加依頼延べ人数についても計画値を上回った。
　しかし、看護就労に係る事業周知及び就労支援に係る医療機関への訪問回数については、新型コロナウ
イルス感染症の第７波及び第８波の対応に追われたため、１５回の計画値に対し、実際には３回程度にと
どまり、計画値を下回った。

　「看護職等登録制度」の登録者数については、新型コロナウイルス感染症対策事業を緊急的に実施す
る必要があったことや、それらを実施するために多くの人員を緊急的に必要としたことから、広く新た
な登録者を募集することに注力したこともあり、前年度より登録者数が増加した。
　さらには、当該事業の経験から復職する者も出るなど、看護業務から離れていた医療従事者の復職の
場としても機能したことで、計画値をそれぞれ上回った。

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有） 　看護職をはじめとする医療従事者が働く職場間の情報、意見交換の場に
ついては、時代にあったニーズや現状の把握を行うことで、就労支援の課
題を明確にし、多様な働き方とその環境を整備するなどの事業に反映する
ため、継続して実施する。
　登録看護職事業については、本市事業での看護職等の確保だけでなく、
復職を後押しする医療従事者の再就業支援につながっていることから、継
続して実施する。
　「助産師修学資金貸与支援事業」については、多様な働き方や専門性の
高い人材の確保の点からも、継続して実施する。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）ニーズ（小）

【事業費】助産師就学資金貸与支援事業に係る補助交付金
や研修受講料等の事業費について、前年と同じ規模を見込
んでいたが、事業への応募者がいなかったことから事業費
はゼロとなった。

【人件費】新型コロナウイルス感染症の疫学調査など、業
務内容の見直しに伴い、前年より人件費が減少した。

一次評価コメント

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳入計

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

単位コスト（所要一般財源から算出） 郡山市保健事業登録看護職1名あたりのコスト

事業費

人件費

単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

成果指標② 郡山市保健事業登録看護職からの就業者数　

成果指標③ 　　　　　　　　

単位コスト（総コストから算出）郡山市保健事業登録看護職1名あたりのコスト

活動指標③ 看護職就労に係る事業周知及び就労支援に係る医療機関訪問

成果指標① 郡山市保健事業登録看護職数

「地域包括ケアシステム」の構築、「医療介護総合確保推進法」の施行、産
科医師不足による分娩取扱い医療機関の減少、新興感染症など、市民を取り
巻く医療、介護の環境が変化し、看護職をはじめとした医療従事職の需要も
多岐にわたっている。

2016年12月に「福島県地域医療構想」が策定され、医療機関の病床ニーズ
の内容に応じて機能分化することになった。さらに、新介護保険施設（介
護医療院）の創設など、医療介護をとりまく社会情勢が変化しており、看
護職をはじめとした医療従事職を必要とする職場は増加している。

　2025年には、現在の団塊の世代が後期高齢者となり、介護の現場をはじめとして医療
従事者が果たす社会的役割がより高まることが予想される。また、「地域包括ケアシス
テム」における在宅医療・介護の実現のためには、看護職をはじめとした医療従事職は
今後益々重要な役割を担うと期待されている。

医療機関、特に病院においての看護師の確保は喫緊の課題となっている。また、2022年度版の市民意見
レーダーでは､満足度の１位、これから重点的に取り組んでほしい分野の５位に「医療」が挙げられ、住民
の関心が非常に高い状況になっている。さらに、これから重点的に取り組んで欲しい分野の３位には、
「高齢者福祉」が挙げられることからも、質の高い医療の提供とそれを支える医療従事者の継続的確保が
重要となっている。

大綱（取組）
△

新規就労看護職をはじめとした医療従事者の多様な働き方を支援するために、保健・看護専門学校等、育成機関からの実習の
受入を行うとともに、市保健事業へ協力する人材バンク“登録看護職制度事業”を行う。 医療従事者が希望する雇用形態で就業ができる環境を整備する。

活動指標② 郡山市保健事業就労参加依頼延べ人数

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

対象指標 看護職就労者数（市内）

活動指標① 保健・看護学生等実習受入支援                         

指標名 指標名

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 医療従事者支援事業 保健福祉部 保健所健康政策課

手段 意図（目的）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.8
8.5
10.2

政策体系

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10040

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 635,171 629,144 623,481

施策（事業） 19 12 14 6 13 2 2 2 2

歳 男性79.84　女性84.37

歳

施策（事業） 2 3 3 1 1 1 1 1

千円 9,263 5,133 19,000

千円 6,833 4,234 19,000

千円 17,115 9,723 5,396 10,000 10,000 10,000 10,000

千円 5,821 8,803 10,003 9,000

千円 22,936 18,526 15,399 19,000 10,000 10,000 10,000

千円 8,079 4,861 2,697 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 727 0 0 0

千円 14,130 13,665 12,702 19,000 10,000 10,000 10,000

千円 22,936 18,526 15,399 19,000 10,000 10,000 10,000

　 実計区分 評価結果 新規 改善 継続 継続 継続 拡充

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

4

4

4

代替事業（無）

二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

総事業費（事業費・人件費）分析結果

①「心と体の健康応援サイト ココカラこおりやま！」を新たに開設し、部局間協奏、官民連携によ
り、こどもから高齢者まであらゆる健康情報を一体的に発信する体制を整備した。
②これまでのアンケート結果や関係所属において所有するデータを集約し、本市健康課題の全体像を整
理した。
③上記②の健康課題の全体像を基に、EBPMを推進するため、職員向けのデータ活用研修会を実施した。
（郡山市職員63名、こおりやま広域圏職員16名参加）

ニーズ（大）

ニーズ（大）

成果指標分析結果

　当該事業は、「SDGs未来都市」の取組みとして全世代の健康に着目し、連携中枢都市
圏における医療・介護情報等を多角的に分析して、科学的根拠に基づく健康政策を実施
し健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目指す事業である。
　令和４年度は、前年度から継続していた福島県立医科大学との包括連携協定に基づく
１２テーマの共同研究が完了した。次年度以降は成果を現場で活用し、医療や介護サー
ビスの向上に向けた取組みを実施する予定である。また、関係所属に蓄積された各種
データを集約し健康課題の全体像の整理後、データ活用研修会を実施し、こおりやま広
域圏自治体職員からの本事業に対する関心が高まるなど圏域市町村との連携強化が図ら
れた。
　今後においては、当該事業の分析結果として得られたこどもの肥満や塩分摂取過多等
の本市健康課題に対し、「心と体の健康応援サイト　ココカラこおりやま！」の活用、
関係機関及びこおりやま広域圏自治体と連携強化を図り、継続して根拠に基づく健康政
策を実施する。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

【事業費】
令和３年に引き続き福島県立医科大学との共同研究を実施
したが、当初予定していた研究用データの加工が必要なく
なったため、前年度と比較し、事業費が減額となった。

【人件費】
「心と体の健康応援サイト ココカラこおりやま！」の開
設準備のため、前年度と比較し、人件費が増加した。

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

継続

継続

代替事業（有）
　令和４年度は、令和3年度から実施してきた福島県立医科大学との共同研究
（12テーマ）が完了した。今後は、医療、介護関係者等を対象にした成果報告会
を開催するとともに、関係団体と連携して医療、介護等の現場での活用を検討す
る。
　新たに開設した「心と体の健康応援サイト ココカラこおりやま！」は官民連
携、部局間連携のきっかけとなるものであり、今後もサイトを活用した連携を強
化していく。
　これまでのアンケート結果やデータ分析結果等を整理してまとめた本市健康課
題の全体像は、本事業を推進する上でのバックデータとなるものであり、今後は
全体像を基にEBPMを推進していく。

代替事業（有）

○

２　公平性

ＳＤＧｓ推進全世代健康都市圏事業

住民意向分析

　2022年度版の市民意見レーダーでは、これから重点的に取り組んで欲しい分野の3位に
高齢者福祉が、5位に医療が挙げられており、住民の関心が高い状況である。
　また、満足度の1位が医療となっており、本市における医科歯科医療機関の充足、初
期・二次救急体制や専門外来や入院体制の充実などが要因と考えられるが、医療資源に
関しては、本市のみで享受できるものではないため、周辺市町村住民の意向も含めた分
析が必要と思われる。

保健福祉部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

保健所健康政策課

健康寿命の延伸（本市）

指標名指標名

 中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資する、地方
自治体による持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成に向けた取組の推進が必
要とされており、本市にとどまらず、連携中枢都市圏域での地域課題・住民
ニーズの解決に向けた施策創出が求められている。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

 特定健康診査の実施や診療報酬明細等の電子化の進展により、健康や医療に関するビッ
グデータを活用し健康課題の分析や保健事業を行うための基盤整備が整いつつあり、こ
れらデータを多角的に分析することにより、本市において策定されている、保健事業実
施計画や地域包括ケア計画、健康増進計画などを総合的に推進し効果的・効率的な施策
や事業へ展開することが求められる。
　また、医療・介護資源に関しては、近隣市町村住民の流入や需要が考えられるため、
施策や事業へ展開にあたっては、圏域市町村との連携を含めた調整が必要がある。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

　近年の少子・高齢化の進展により、個人が継続的に生活習慣を改善し、
疾病を予防していくなど、積極的に健康づくりを推進していくことが重要
であり、市町村は、住民に身近な保健医療サービスを介護サービスや福祉
サービスと一体的に提供できる体制の整備に努める必要がある。

国・県支出金

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

人件費

分析及び研究数

広域圏人口数

新規施策（事業）数（本市＋広域圏）

健康寿命の延伸（広域圏平均）

新規施策（事業）１事業あたりのコスト

2021年度（令和３年度）
単位

○

手段 意図（目的）

　健康をキーワードに、連携中枢都市圏における、医療・介護情報等を多角的に分析し、ＥＢＨＰ（：エビデン
ス・ベースド・ヘルス・ポリシー：根拠に基づく健康政策）を実施する。

　広域連携中枢都市圏において、各種保健事業・介護予防事業等を広域中枢連携都市圏で一体的に実施することな
どを視野に、福祉、介護保険計画や国民健康保険におけるデータヘルス計画の推進及び圏域住民の健康寿命の延伸
を図るため、医療・介護情報を多角的に分析し、疾病構造や介護認定状況、疾病の罹患や要介護状況に至る要因を
把握し、健康寿命の延伸につなげると共に、圏域市町村の健康格差の解消を図る。

2024年度（令和６年度）

現状周辺環境

まちづくり基本指針

政策体系

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

3.4
3.8
17.17

一般財源等

歳入計

○

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

まちづくり基本指針三次実施計画

活動指標分析結果

①福島県立医科大学との共同研究について、令和3年度から引き続き12テーマで実施した。
②これまでのアンケート結果や関係所属において所有するデータを集約し、本市健康課題の全体像を整理
した。

１　規模・方法の妥当性

市債

大綱（取組）

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

新規施策（事業）１事業あたりのコスト

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10077

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 3,075

件 2 1 2 2 2 2

回 1 1 1 1 1 1

人 7 7 8 9 10 11 7 10

千円 283 3,152 3,152 3,152 3,152

千円 283 1,000 1,000 1,000 1,000

千円 1,239 4,304 4,304 4,304 4,304

千円 744 2,000 2,000 2,000 2,000

千円 0 0 1,983 6,304 0 6,304 0 6,304 6,304

千円 0 4,304 4,304 4,304 4,304

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0 0 1,983 2,000 0 2,000 0 2,000 2,000

千円 0 0 1,983 6,304 0 6,304 0 6,304 6,304

実計区分 評価結果 新規 拡充

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

R4新規

4

4

活動指標分析結果
　感染管理認定看護師重点育成支援事業について、ネットワーク会議や当該事業の対象となる市内の第二
次病院群輪番制病院を訪問し、事業内容の説明を行った。また、福島県からの感染管理認定看護師教育機
関への就学状況に関する情報を共有し、本市の医療機関の就学状況について確認した。
　なお、令和４年度における本市の医療機関からの補助事業件数は１件であり、計画値より減少したが、
育成事業として、本市以外の補助事業を活用していた１件を含めると補助申請件数は計画値と同じく２件
となり、結果的に目標を達成した。
　ネットワーク会議の開催については、計画値どおり実施した。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

新型コロナウイルス感染症の流行は、社会的な活動に多大な影響を及ぼすだ
けでなく、地域の診療や入院をはじめとした医療体制をひっ迫させた。特
に、専門的な医療人材の不足は顕著であり、新興感染症に対応した医療提供
体制を整備する中で、その中核となる人材を育成・確保する必要が高まって
いる。

2020年度（令和２年度）

2023年度策定の福島県第8次医療計画において、従来の5疾病5事業の取り組みから、新た
に6事業目として「新興感染症対策」が追加される。これにより2024年度より、平時と感
染拡大時の取り組みを強化する必要がある。中でも、全国的に不足する感染症に関する
専門的な知識と技能、経験を有し、最前線で主導的かつ中心的役割を担う人材（感染管
理認定看護師）の育成と確保が急務となる。

感染管理認定看護師登録者数（全国）

2023年度（令和５年度）
単位

感染管理認定看護師の育成1名あたりのコスト

その他

保健所健康政策課

感染管理認定看護師登録者数（市）

指標名指標名

ネットワーク会議の開催

手段 意図（目的）

新興感染症対策として、感染管理認定看護師を育成する二次救急輪番病院に対して、その就学に要する資金の一部
を補助するとともに、感染対策に関する市との協働や相互の情報の共有を図るため、市と感染管理認定看護師にお
いて、ネットワーク会議を開催する。

新興感染症に対応する人材を育成・確保し、医療体制を整備する。

2024年度（令和６年度）

新型コロナウイルス感染症の流行により、集団感染（クラスター）が発生
するなど、感染の拡大が続いている。さらには、救急医療を担う二次救急
輪番病院においてもクラスターが発生し、診療及び入院受入機能の低下な
ど、救急医療体制がひっ迫する事態となった。これにより、病院内での感
染対策の徹底など、感染対策に専門的な知識や技能を有する人材のさらな
る確保が喫緊の課題となった。

感染管理認定看護師重点育成支援事業補助金申請

△

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後周辺環境（予測）

まちづくり基本指針三次実施計画

政策体系

新興感染症対策体制整備事業

住民意向分析

2022年度版の市民意見レーダーでは､満足度の１位、これから重点的に取り組んでほしい
分野の５位に「医療」が挙げられ、住民の満足度が非常に高いだけでなく、質の高い医
療の提供を継続的に求める需要があり、それを支えるための医療従事者の育成と確保、
医療体制の継続的な整備が重要となっている。

保健福祉部

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

活動指標③

活動指標②

活動指標①

継続

代替事業（有）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　新興感染症に対応するため、最前線で主導的かつ中心的な役割を担う感染管理認定看護師の登録者数
は、令和４年度については計画値を維持している。
　なお、感染管理認定看護師重点育成支援事業を実施したことにより、新たな感染管理認定看護師の人
材確保及び育成が図られている。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

○

継続

代替事業（有） 　感染管理認定看護師重点育成支援事業については、新型コロナウイルス
感染症の感染拡大により、医療提供体制に多大な影響が生じ、医療機関に
おける感染症対策の体制整備の必要性が改めて認識され、感染管理認定看
護師の人材確保及び育成が求められていることから、継続して実施する。
　ネットワーク会議については、市及び医療機関での統一した対応や感染
管理及び情報を共有し、より効率的・効果的な感染症対策の徹底、市全体
の感染対策体制を構築するため、継続して実施する。

成果指標分析結果

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

【人件費】
　令和４年度からの新規事業

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

二次評価コメント

２　公平性

　本事業は感染症に関する専門的な知識を有する感染管理認定看護師（ICN)を育成する
ため、市内の第二次病院群輪番制病院の看護師を対象に、感染管理認定看護師教育機関
への就学費用を補助するとともに、ネットワーク会議において感染症対策の情報共有を
図り、新興感染症に対応する人材の育成と医療体制を整備する事業である。
　令和４年度は、感染管理認定看護師重点育成支援事業補助金申請件数が計画を下回っ
たが、当該事業以外で福島県の補助金を活用した事例が１件あり、市内の医療機関から
計２名の看護師が就学した。また、ICNと情報共有を図るネットワーク会議を開催し、
ICN確保に向けた取組方法等について意見交換を行い、助言を踏まえ看護学校への周知活
動を行った。ICNの育成期間は２年間で、人材確保は中長期的に取り組む必要があること
から、当該事業を活用する看護師の増加に向け、効果的な周知方法を検討しながら、継
続して事業を実施する。
　なお、事業のさらなる推進にあたっては、事業目的達成のための中間的な指標設定に
ついて、検討を行う必要がある。

【事業費】
　令和４年度からの新規事業

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

3.3
4.3

17.17

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

大綱（取組）

感染管理認定看護師の育成1名あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

成果指標①

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

対象指標
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１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥
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２ 公平性

３ 効率性
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（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5506

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

人 6,569 4,506 6,569 3,673 2,039 1,659 6,569 6,569 6,569 6,569

回 0 1 1 1 2 2 2 2

回 0 1 0 1 0 1 1 1 1

人 0 45 0 52 0 70 0 0 0 0

人 1,700 0 1,700 2,996 1,700 2,462 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

人 120 0 120 0 120 0 120 120 120 120 120 120

千円 7.2 4.8 3.8 7.8 7.8 7.8 7.8

千円 6.2 4.1 2.8 3.9 3.9 3.9 3.9

千円 29,566 30,863 12,488 65,828 65,828 65,828 65,828

千円 2,852 1,224 3,129

千円 32,418 32,087 15,617 65,828 65,828 65,828 65,828

千円 19,816 4,330 4,120 32,886 32,886 32,886 32,886

千円

千円

千円

千円 12,602 27,757 11,497 32,942 32,942 27,395 27,395

千円 32,418 32,087 15,617 65,828 65,828 65,828 65,828

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

4

4

3

歳出計（総事業費）

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

ニーズ（大）

継続 一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（有）
新型コロナウイルス感染症による検査回数縮小の影響により、受検者数は減少し
たものの、広報紙やSNS等を利用した予防啓発事業を実施した。
市内においては、梅毒の患者報告者数も増加していることから、引き続き検査相
談体制の充実を図り、SNS等を利用した予防啓発や市民向け性感染症予防講座等
により、知識の普及啓発に努めるなど、今後も、感染症予防対策を図る必要があ
るため、事業継続が必要である。３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○

二次評価コメント

ニーズ（大）ニーズ（小）

　当該事業は、特定感染症の蔓延防止やエイズに対する正しい知識の普及啓発、
ＨＩＶ・梅毒抗体検査等の実施により市民の健康増進及び患者・感染者の早期発
見・早期治療を支援する事業である。
　令和４年度は、特定感染症検査受験者数が前年度と比較して減少したが、全て
の申請者を検査し感染者の早期発見・早期治療の支援を行った。健康教育は中止
となったが、ハタチのつどいで啓発活動を行うなど代替活動を行った。コロナ禍
で活動が制限される状況ではあったが、啓発を継続することが特定感染症の蔓延
防止につながることから活動方法を模索して実施した。
　郡山市管内医療機関からの患者報告数は増加傾向にあるため、増加の要因を分
析し、各世代ごとに効果的な啓発に努めながら、今後においても継続して事業を
実施する。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

代替事業（無）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

対象指標 市民

特定感染症検査（HIV・梅毒・肝炎・風しん抗体）受検者数

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

活動指標②

成果指標② 健康教育（街頭キャンペーン・思春期・出前講座）受講者数

成果指標③ エイズ対策研修会参加者数

事業費

特定感染症検査受検者、健康教育受講者及びエイズ対策研修会参加者1人あたりのコスト

活動指標③

特定感染症検査受検者、健康教育受講者及びエイズ対策研修会参加者1人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

特定感染症検査等対策事業 保健福祉部

住民意向分析

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.3
10.2

健康教育（街頭キャンペーン・思春期・出前講座）実施回数

成果指標① 郡山市管内医療機関からの患者報告数（HIV・梅毒・風しん）

近年増加している梅毒については、従来ＨＩＶ抗体検査に併せて平成29年4月か
ら梅毒抗体検査を導入。引き続き検査・相談体制の継続を図っている。また風し
んの追加的対策（令和１～３に実施だが令和４～６年延長）にかかる風しん抗体
検査事業が開始され、風しん抗体検査の対象が拡大された。
平成29年度より新たにきらめき出前講座を開設するなど性感染症・エイズの知識
の普及啓発及び感染拡大の防止を図っている。

新型コロナ５類移行後は、交流人口が増加し性感染症の蔓延が懸念される。性感染症は、２０～
３０代の若年層の罹患率が高い傾向にあることや、梅毒の報告数が急増加していることなど性感
染症対策の必要性は高まっている。今後も知識の普及啓発・検査・相談体制の充実により、感染
拡大防止が必要である。

ＨＩＶ・梅毒抗体の即日検査といった受けやすい検査体制の需要は高いものと考える。健康教育
としては思春期保健事業（中学校・高等学校）に加えて看護専門学校や医療専門学校などからの
要望もある。

指標名 指標名 単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針

国・県支出金

マンパワー育成（エイズ対策研修会）開催回数

人件費

単位コスト（総コストから算出）

保健所保健・感染症課

手段 意図（目的）

１　ＨＩＶ・梅毒即日検査・肝炎ウィルス検査及び相談、風しん抗体検査等の特定感染症検査を実施する。
２　世界エイズデー等の街頭キャンペーンや出前講座等によるエイズ等の性感染症予防の普及啓発。
３　エイズ対策研修会によるマンパワーの育成。

１　性感染症の蔓延防止とエイズに対する正しい知識の普及啓発の推進。
２　ＨＩＶ・梅毒抗体検査等の体制整備を図り、住民の健康保持増進及び患者・感染者の早期発見・早期治療を支
援する。

大綱（取組）

政策体系

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

活動指標①

令和３年のエイズ動向委員会の報告によると、全国的にＨＩＶ感染者・エイズ患者
報告数はやや減少傾向であるが、約３割が診断時には既にエイズを発症しており、
ＨＩＶ感染者の早期発見が必要となる。また、梅毒の患者報告数は、全国と同様に
本市においても平成30年度以降急増している。（平成29年21件、平成30年22件、令
和元年31件、令和2年42件、令和３年38件、令和４年61件）※国の集計は年単位。

ニーズ（小）

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

・特定感染症検査のうち、ＨＩＶ・梅毒即日検査及び肝炎検査は、新型コロナ影響により年間49回の予定を15回に縮
小して実施したため、受検者数が減少した。
・健康教育は、新型コロナの影響により中止したが、ハタチのつどい参加者にＨＩＶ・梅毒検査の普及啓ティッシュ
とリーフレットを配布し、予防啓発活動を行った。
・エイズ対策研修会は、新型コロナの影響により中止したが、世界エイズデーに合わせてポスターを病院や商工会議
所、各小中高大学、行政センターで展示した。

・患者報告数は、ＨＩＶ1件、風しん０件であったが、梅毒患者は70件と昨年度より17件増加した。
・中止した健康教育に代わり、成人のつどい参加者2,462名に対し予防啓発活動を実施したほか、市のLINEやウェ
ブサイトを通じて梅毒患者が急増している事を啓発した。
・エイズ対策研修会を中止した代わりに、ウェブサイトでエイズ等性感染症に関する知識の普及啓発を図った。

【事業費】
風しん抗体検査の受検対象者数が減少しているため、総事業費は
減少している。

○

２　公平性

【人件費】
新型コロナウイルス感染症対応業務負担が減少し、特定感染症に
関する業務に専念できる時間を確保できたことから、人件費が増
加した。
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１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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３ 効率性
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（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5797

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 21 16 17 12 19 11 21 21 21 21

回 24 17 24 18 24 19 24 24 24 24

人 8,250 8,285 8,699 9,067 9,134 9,591 10,070 10,574

人 200 104 200 91 230 87 240 240 240 240 200 240

件 30 3,097 30 2,731 3,030 3,012 3,030 3,030 3,030 3,030 30 3,030

件 3,000 6,749 3,000 10,124 10,630 10,065 11,161 11,719 12,306 12,921 3,000 12,306

千円 7.1 8.1 9.8 1.3 1.3 1.2 1.2

千円 6.4 7.3 9.0 1.1 1.1 1.0 1.0

千円 2,353 2,405 2,192 2,879 2,937 2,996 3,056

千円 20,216 20,341 28,041 16,183 16,183 16,183 16,183

千円 22,569 22,746 30,233 19,062 19,120 19,179 19,239

千円 2,353 2,405 2,192 2,879 2,937 2,996 3,056

千円

千円

千円

千円 20,216 20,341 28,041 16,183 16,183 16,183 16,183

千円 22,569 22,746 30,233 19,062 19,120 19,179 19,239

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

2

4

4

　当該事業は、講演会等による心の健康に関する正しい知識の普及と精神科医や保健師の
相談等を通じて精神疾患等の早期発見・早期治療の支援を行う事業である。
　令和４年度は、新型コロナの影響により講演会や相談会の一部を中止し計画値を下回っ
たものの、規模を縮小するなど感染対策に配慮して開催した講演会もあり、前年度の回数
を概ね維持している。
　一方、精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証の申請件数は増加傾向にあ
り、手続き件数の増加及び相談の内容が複雑多様化していることに伴い対応時間が長引く
傾向があるため前年度と比較して人件費が増加し、単位コストも上昇傾向である。
　手帳及び受給者証の所持者数の推移から今後も相談や手続きの件数が増加することが予
測されるため、今後においては事務処理の効率化について見直しを図る必要がある。○

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　新型コロナの影響により講演会は中止、各種教室は縮小して開催したため、
開催回数及び各種教室参加人数も計画を下回った。
　精神科医による相談件数、保健師による相談、訪問件数は増加しており、精
神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証の申請数が増加していること
からも、相談支援の需要は高まっていると考えられる。
　今後もより一層市民の心の健康の保持・増進を図れるよう事業を継続してい
く必要がある。

二次評価コメント

ニーズ（大）

○

代替事業（無）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

　社会情勢の変化により相談内容も複雑化しており、より専門的な相談対応が必要と
なっている。
　また、措置入院者退院後支援、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築な
ど、重層的な支援が求められ、マンンパワーの増員が求められている。

今後周辺環境（予測）

精神保健福祉事業

住民意向分析

　精神的な不安を抱える方に対しての心身の健康の保持・増進のため必要な知識の普
及、相談体制の整備・充実など速やかな支援が求められている。
　新型コロナの影響により、精神的な不調を訴える方が増えてきており、専門的な相談
対応や、支援体制の充実が求められている。

保健福祉部 保健所保健・感染症課

手段 意図（目的）

・こころの健康講座の開催
・精神科医による相談、保健師による相談と訪問
・統合失調症家族教室、ひきこもりの家族教室の開催
・精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療、障害者福祉サービスの申請手続き

　心の健康に関する正しい知識の普及、精神科医による相談、精神疾患等の早期発見・早期治療の支援、精神障
害者保健福祉手帳、自立支援医療、障害者福祉サービスの手続きを通じ、市民の心の健康の保持増進を図る。

2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針

  精神障害者保健福祉手帳所持者数、自立支援医療（精神通院）受給者数
は年々増加しており、精神的不安の経験、心の健康の保持・増進に対する
ニーズはますます高くなっている。
  市民の心の健康を保つために必要な知識の普及や精神面に悩みを持つ方
とその家族等からの相談に対応し、精神疾患等の早期発見・治療を支援す
ることが必要である。

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

　生活環境の変化や人間関係の複雑化によるストレスの増大により精神的な
悩みを持つ方が増え、心の健康を保つために必要な知識の普及や心の病気の
早期対応が必要になった。

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

指標名

５　成果指標
（目的達成度）

改善

代替事業（有）

ニーズ（大）

代替事業（有）

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

継続

【人件費】
　精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証所持者数
が年々増えており、申請手続きや相談業務が増加していること
に伴い、人件費が増加している。

【事業費】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、市民こころの健康
講座などの講演会が中止、家族教室の縮小開催により事業費は
低下している。

活動指標①

講演会等の参加者、相談、申請1件あたりのコスト

一次評価コメント

単位コスト（総コストから算出）講演会等の参加者、相談、申請1件あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

人件費

歳出計（総事業費）

講演会、各種家族教室（統合失調症、ひきこもり、アルコール・ギャンブル等）の参加人数

精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証の所持者数

成果指標②

成果指標①

活動指標③

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3/3.4
3.5/10.2

大綱（取組）

事業費

一般財源等

精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証の申請数（新規・更新等）

精神科医による相談件数、保健師による相談・訪問件数

その他

国・県支出金

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

活動指標②

政策体系

総事業費（事業費・人件費）分析結果

・講演会、各種家族教室は新型コロナの影響により縮小して開催したため、計画を下回った。
・精神科医による相談回数は、新型コロナの影響でキャンセル等があり計画を下回った。
・精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証の所持者数は、計画を上回った。

・各種教室参加人数は、新型コロナの影響により計画を下回った。
・精神科医による相談件数、保健師による相談、訪問件数は、ほぼ計画どおりだった。
・精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療受給者証の申請数は、ほぼ計画どおりだった。

活動指標分析結果 成果指標分析結果

対象指標 市民

成果指標③

精神科医による相談回数

講演会、各種家族教室（統合失調症、ひきこもり、アルコール・ギャンブル等）の開催

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5874

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 5,636 5,467 6,078

人 9 11 9 12 9 12 9 9 9 9

事業所数 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

件 8,000 9,239 8,000 9,304 8,000 7,880 9,000 9,000 9,000 9,000 8,000 8,000

件 2,000 2,040 2,000 2,187 2,000 2,158 2,000 2,000 2,000 2,000

千円 4.6 4.0 4.9 4.0 4.0 4.0 4.0

千円 3.9 3.2 3.6 3.2 3.2 3.2 3.2

千円 32,800 32,800 32,800 33,140 33,140 33,140 33,140

千円 10,156 4,725 5,821 4,725 4,725 4,725 4,725

千円 42,956 37,525 38,621 37,865 37,865 37,865 37,865

千円 6,733 8,013 9,900 10,683 10,683 10,683 10,683

千円

千円

千円

千円 36,223 29,512 28,721 27,182 27,182 27,182 27,182

千円 42,956 37,525 38,621 37,865 37,865 37,865 37,865

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

成果指標①

　自立支援医療受給者証（精神通院）及び精神障碍者保健福祉手帳所持者
数は、年々増加傾向である。
　また、地域生活支援拠点の整備により緊急時対応のコーディネート、措
置入院退院後支援や精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築な
ど相談支援事業所の担う役割が拡大している。

障害者生活支援相談員

自立支援医療受給者証(精神通院)の所持者

　専門的な相談対応が必要となるため、措置入院者の退院後支援、精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム、地域生活支援拠点の整備により、相談支援事業所に期待され
る役割はさらに大きくなると思われる。
　障がいの特性に加え、社会情勢の変化（高齢化や家族形態の変化）により、相談内容
も複雑化している。今後も相談件数や障害福祉サービスの利用者は増加すると思われ、
複雑化する相談内容に対応していく体制の整備が必要である。

政策体系 手段

成果指標③

成果指標②

大綱（取組） Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.5
10.2

現状周辺環境

　平成18年の障害者自立支援法施行に伴い市町村事業として実施する。
　精神障がい者に関する相談支援事業所を市内２ヶ所の事業所に委託してい
る。
 　（市内２事業所：コンサル　コスモスクラブ）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

まちづくり基本指針六次実施計画

意図（目的）

在宅の精神障がい者とその家族に対し、必要なサービス（在宅福祉サービス、社会福祉サービス）の利
用や社会資源の活用に関する支援を総合的に行う。

障害福祉サービスの手続き件数

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

2020年度（令和２年度）

単位コスト（総コストから算出）相談件数1件あたりのコスト

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

２　公平性

・障害者生活支援相談員は、12名で計画を上回った。
・委託事業所は、2事業所で維持して状況である。

１　規模・方法の妥当性

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

国・県支出金

保健福祉部 保健所保健・感染症課

まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

代替事業（有）

○
ニーズ（大）

ニーズ（大）

精神障がい者とその家族が地域において、安心して生活できるよう支援する。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 精神障がい者相談支援事業

住民意向分析

　当事者やその家族は精神障がいの病状や障がい特性から、不安に陥りやすく、地域の
相談機関や安心して利用できる在宅福祉サービスの利用など社会資源の活用を求めてい
る。

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

ニーズ（小）

代替事業（無）

二次評価コメント

成果指標分析結果

○

継続

継続

代替事業（有） 　精神疾患を抱える方の相談支援は、２事業所に委託し、継続して実施し
ている。対象者は令和３年度と比較し増えており、今後相談支援の需要が
ますます高まると考えられる。
　また、多問題を抱えた関係機関との連携が必要な処遇困難ケースが増加
しており、保健所、基幹相談支援センター、相談支援事業所等が連携しな
がら支援を行っていく必要がある。

・相談件数は、昨年より減少したが、ほぼ計画に近い結果となった。
　多問題を抱えた処遇困難ケースが増加しており、より関係機関との連携が求められている。
・福祉サービスの手続き件数は、横ばいの状態である。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

【事業費】
　相談支援業務について２事業所への委託を維持してお
り、委託金額も前年度と同額であるため、事業費は増減な
し。

【人件費】
　障害福祉サービスの手続き件数は横ばいの状況である
が、処遇困難ケースが増えており、対応に時間を要する結
果となり、人件費が増加している。

一次評価コメント

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、精神障がい者に関する相談支援事業を２つの事業所へ委託し、在宅の精
神障がい者及びその家族に対し、在宅福祉サービス、社会福祉サービスの利用に関する
支援を総合的に実施し、精神障がい者とその家族が安心して生活できるように支援する
事業である。
　令和４年度は、障がい者生活支援相談員数が前年度同様12人であり計画値を上回っ
た。相談件数は前年度と比較して減少したが、障害福祉サービスの手続き件数は横ばい
となり、相談からサービスに結び付いた案件の割合が増加し、相談者へ適切な支援が提
供できたと推察される。
　近年は障がいの特性に加え、社会情勢の変化によって相談内容が多様化、複雑化して
おり、支援相談員が１件の相談対応に要する時間が増加傾向にあるため、今後において
は、精神障がい者とその家族が求める障害福祉サービスのニーズを分析し、関係機関と
連携し効率的な支援体制を整備するよう努め、継続して事業を実施する。

ニーズ（小）

単位コスト（所要一般財源から算出） 相談件数1件あたりのコスト

事業費

その他

2024年度（令和６年度）

活動指標③

活動指標②

人件費

歳出計（総事業費）

相談件数

指標名指標名

委託事業所

2023年度（令和５年度）
単位

活動指標①

対象指標

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5907

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 5,044 2,769 2,703

3 3 3 2 2 2 2 2 2 2

人 5,408 4,230 2,769 2,542 2,703 2,501 2,800 2,800 2,800 2,800 5,643 5,643

人 7,872 5,730 2,769 2,542 2,703 2,501 2,800 2,800 2,800 2,800 8,277 8,277

千円 6.4 4.7 4.8 4.7 4.7 4.7 4.7

千円 6.1 4.3 4.4 4.2 4.2 4.2 4.2

千円 27,525 10,797 10,245 11,846 11,846 11,846 11,846

千円 9,018 1,149 1,812 1,177 1,177 1,177 1,177

千円 36,543 11,946 12,057 13,023 13,023 13,023 13,023

千円 900 985 925 1,177 1,177 1,177 1,177

千円

千円

千円

千円 35,643 11,132 11,846 11,846 11,846 11,846

千円 36,543 11,946 12,057 13,023 13,023 13,023 13,023

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

3

4

4

政策体系

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 任意予防接種事業(旧事業名　予防接種事業) 保健福祉部 保健所保健・感染症課

手段 意図（目的）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

市民サービス向上のため郡山市独自の事業として予防接種費用の一部助成を
開始した。
　おたふくかぜ　：平成２３年９月１日開始
　ロタウイルス　：平成２５年４月１日開始・令和２年９月末終了
　　　　　　　　　（令和２年１０月から定期接種となったため）
　風しん（成人）：平成２５年４月１日開始

予防接種費用の負担軽減や安心して出産、育児できるよう、法定外予防接
種として接種費用の一部助成を継続している。

一部助成を実施している予防接種が、今後定期予防接種として導入される可能性がある
ため、国の動向を注視していく。

予防接種に対する理解が深まり、疾病予防の重要性が認識されてきている。そのため、
今後も接種希望者は増加し、経済的な負担軽減のための費用助成が求められている。

大綱（取組）
予防接種：おたふくかぜワクチン、風しんワクチン（妊娠を希望する女性と配偶者等）

　予防接種を行い、感染性の恐れのある疾病の発生及びまん延を予防する。予防接種における健康被害
の迅速な救済を図る。

2024年度（令和６年度）

対象指標 予防接種対象者

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3/3.3
3.8/3.ｂ

10.2

成果指標① 予防接種者数

成果指標③

2023年度（令和５年度）

単位コスト（所要一般財源から算出） 任意予防接種者1人あたりのコスト

事業費

活動指標① 予防接種種類

指標名 指標名 単位

活動指標②

活動指標③

人件費

成果指標② 任意予防接種人数（延べ）

単位コスト（総コストから算出）任意予防接種者1人あたりのコスト

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

【事業費】
ワクチンの単価は変わらないが、予防接種対象者数は人口
減少に伴い減少傾向にあるため、事業費は減少している。

【人件費】
新型コロナウイルス感染症業務が平準化されたことで、任
意予防接種に係る労働時間が増加したことにより人件費が
増加した。

一次評価コメント

歳入計

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

令和２年10月からロタウイルスワクチンが定期予防接種となったため、任意予防接種の種類が３種類から
２種類になり、計画通り実施した。

予防接種対象者2,703人に対し、93％となる2,501人に接種し、対象者の接種割合は前年を1ポイント上
回った。

継続

代替事業（有）
疾病のまん延予防のために必要な事業である。予防接種に対する理解や重要性が
広く認識され接種者数が維持されているが、今後も郡山医師会と連携のもと、広
報紙やSNS等を通じて広く事業の周知に努め、事業を継続していく必要がある。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（大）

１　規模・方法の妥当性

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（大）

　当該事業は、１歳児及び妊娠を希望する女性や配偶者等へ任意予防接種（法定
外予防接種）費用の一部助成を行うことで疾病の発生やまん延を予防するととも
に、健康被害の迅速な救済を図る市独自事業である。
　令和４年度は、おたふくかぜワクチン及び風しんワクチンの２種類について計
画通り予防接種を行い、予防接種率は前年度92%に対し令和４年度93%となり、1
ポイント増加した。予防接種率が9割を超えており、ニーズの高い事業である。
　各種感染症が増加している近年において、予防接種による疾病予防の意識が高
まり、今後も高いニーズが維持される見通しであるため、継続して事業を実施す
る。

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6294

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
(疾病数)

2,549
(333)

2,865
(338)

2578
(338)

回 3 1 3 1 3 1 3 3 3 3

回 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

人 50 9 50 9 50 27 50 50 50 50 50 50

人 40 6 40 9 40 17 40 40 40 40 40 40

人 200 327 200 373 200 559 250 250 250 250 200 200

千円 34.2 27.0 27.5 31.7 31.7 31.7 31.7

千円 34.0 26.8 27.4 31.5 31.5 31.5 31.5

千円 437 632 673 872 872 872 872

千円 11,266 9,911 15,902 9,911 9,911 9,911 9,911

千円 11,703 10,543 16,575 10,783 10,783 10,783 10,783

千円 81 80 80 80 80 80 80

千円

千円

千円

千円 11,622 10,463 16,495 10,703 10,703 10,703 10,703

千円 11,703 10,543 16,575 10,783 10,783 10,783 10,783

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

3 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

3

4

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）

2023年度（令和５年度）
単位

単位コスト（所要一般財源から算出） 相談会及び研修会参加者、相談　訪問1人あたりのコスト

事業費

指定難病医療費受給者証の所持者
医療費助成対象疾病(指定難病)

相談会及び研修会参加者、相談、訪問1人あたりのコスト

活動指標①

対象指標

2020年度（令和２年度）

保健師による相談と訪問件数

難病訪問看護師等研修会受講者数

指標名

手段 意図（目的）

  難病患者とその家族による障害福祉サービスの利用支援等を図るため、難病医療相談会や難病訪問看
護師等研修会等、各種の福祉サービス等を行う。

　難病患者やその家族の疾病等に関する不安を軽減するとともに、患者のＱＯＬの向上や社会参加を促
す。

2024年度（令和６年度）

　難病患者等居宅生活支援事業は、平成25年度に総合支援法が施行となり
障害者福祉サービスに一元化された。平成27年１月に「難病の患者に対す
る医療等に関する法律」が施行され医療費助成対象疾病（指定難病）が56
疾患から110疾患に拡大し、平成27年７月に306疾患、平成29年４月に330
疾患、平成30年４月に331疾患、令和元年7月に333疾患、令和３年11月に
338疾患に順次拡大している。

難病医療相談会の開催回数

政策体系

　平成９年度の中核市移行に伴い難病患者地域支援対策推進事業を開始。
　特定疾患承認申請等の県への進達は、平成10年に県から任意移譲事務の追
加提示を受け市の事業として実施している。

　総合支援法の施行に伴い、難病患者の障害福祉サービス利用に関する相談件数の増加
が見込まれる。
　医療費助成対象疾病（指定難病）が、年々拡大していることや社会情勢の変化（高齢
化や家族形態の変化等）により、多種多様で包括的な相談や件数の増加が予想され、体
制の充実が必要である。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.8
10.2

大綱（取組）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

保健所保健・感染症課

難病医療相談会の参加者数

指標名

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

成果指標分析結果

・難病医療相談会の開催回数は、新型コロナの影響で計画より下回った。
・難病訪問看護師等研修会は、予定どおり開催した。

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

難病訪問看護師等研修会の開催回数

一般財源等

まちづくり基本指針三次実施計画

国・県支出金

活動指標③

活動指標②

ニーズ（大）ニーズ（小）

代替事業（無）

○

継続

継続

代替事業（有）

代替事業（有）

  難病医療相談会の開催回数は計画には達しなかったが、参加者は前年を
上回り、保健師による相談と訪問件数も増加した結果となった。
　当該事業は、専門職の講話を聞き、対象者同士が交流を図る機会とな
り、不安の軽減につながるものであり、今後も難病患者の療養生活を支援
するために、相談支援の充実を図り、難病医療相談会及び難病訪問看護師
等研修会を継続して実施する必要がある。

○

　当該事業は、難病患者とその家族へ障害福祉サービスの利用支援を図り、疾病に関す
る不安の軽減、患者の生活の質の向上及び社会参加を促進するための事業である。
　令和４年度は、専門職の講話を受講したり難病患者やその家族の交流の場となってい
る難病医療相談会の開催回数が新型コロナウイルスの影響により計画を下回ったが、難
病訪問看護師等研修会については、看護師が参加しやすいオンライン研修へ変更したた
め前年度と比較して受講者数が増加した。保健師による相談と訪問件数は前年度の約1.5
倍となり、医療費助成対象疾病（指定難病）が順次拡大されていることから、今後も増
加することが見込まれる。
　今後においても、難病患者やその家族が求めている支援を適切に把握しながら、継続
して事業を実施する。
　なお、指定難病が年々拡大していることや、高齢化や家族形態の変化等により、包括
的な相談や件数の増加が予想されることから、保健師の相談及び在宅での療養支援を安
定して提供できるよう、事務の効率化や分担等による環境の整備を検討する必要があ
る。

一次評価コメント

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

【事業費】
　事業費は、主に進達及び発送のための郵券代となってお
り、大きな増減はない。

【人件費】
　保健師の相談、訪問件数が計画を大きく上回っており、
人件費が増加した。
  

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

難病患者等地域支援対策推進事業

住民意向分析

　難病患者とその家族は、種々の不安を抱えており、情報提供や福祉サービスの利用支
援等を常に望んでいる。

保健福祉部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

総事業費（事業費・人件費）分析結果

・難病医療相談会の参加者は、コロナ禍にもかかわらず27名と増加したが、1回の開催であり計画には
達しなかった。
・難病訪問看護師等研修会は、オンライン開催で17名の参加があり、前年度より増加したが計画を下
回った。
・保健師による相談と訪問件数は、計画を大きく上回り、在宅での療養支援を行うことができた。

ニーズ（大）

二次評価コメント

ニーズ（小）

歳入計

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6647

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 15 10 15 14 15 13 15 15 15 15

回 30 29 30 29 30 32 30 30 30 30

回 50 50 50 50 50 49 50 50 50 50

人 500 358 500 415 500 1,365 500 500 500 500 500 500

人 250 402 250 306 250 356 300 300 300 300 250 250

人 16.1 15.0 15.6 19.3 15.1 未確定 15.0 14.5 13.4 13.4 15.6 13.4

千円 22.0 26.4 32.1 30.4 30.4 30.4 30.4

千円 17.3 19.4 26.0 22.7 22.7 22.7 22.7

千円 3,568 3,401 3,457 4,453 4,453 4,453 4,453

千円 5,267 4,677 7,968 4,677 4,677 4,677 4,677

千円 8,835 8,078 11,425 9,130 9,130 9,130 9,130

千円 1,878 2,140 2,154 2,326 2,326 2,326 2,326

千円

千円

千円

千円 6,957 5,938 9,271 6,804 6,804 6,804 6,804

千円 8,835 8,078 11,425 9,130 9,130 9,130 9,130

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

自殺死亡率(人口10万対)

臨床心理士、精神保健福祉士による相談者数

講演会、うつ病家族教室、ゲートキーパー養成研修の参加者数

精神保健福祉士による電話相談回数

講演会、うつ病家族教室、ゲートキーパー養成研修の開催回数

市民

活動指標③

活動指標②

・講演会の開催
・臨床心理士、精神保健福祉士による相談
・ゲートキーパー養成研修の開催
・自殺予防月間(3月・9月)に普及啓発のためパネル展示等を実施

指標名

大綱（取組） 　自殺予防に関する正しい知識の普及や悩んでいる方々に対する相談支援により、市民の心の健康の保
持増進を図る。

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3/3.4
10.2/17.17

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針

2024年度（令和６年度）

事業開始時周辺環境（背景）

　「郡山市いのち支える行動計画」を策定（平成31年3月）し、「郡山市
自殺対策推進庁内委員会」と「セーフコミュニティ推進協議会自殺予防対
策委員会」が連携を図り、自殺対策に全市的に取り組んでいる。
　自殺死亡率を2025年までに13.4％に減少させる目標で取り組み、減少傾
向で推移していたが、2021年に新型コロナの影響で19.3％と自殺者が急増
した。

成果指標③

成果指標①

相談者１人あたりのコスト

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

　新型コロナなど社会的な不安要因により、自殺者の増加がみられているため、今後も
社会情勢の変化に注視しながら、自殺の増加率が顕著な若年者や女性、高齢者に対して
戦略的に自殺対策を行っていく必要がある。

今後周辺環境（予測）

自殺対策推進事業

住民意向分析

　自殺の現状や自殺予防、メンタルヘルスケアについての関心は高まっている。
　新型コロナの影響により、長期的な自粛生活によるストレスの増大、収入減少や失職
等経済面、人間関係不和等、精神的な相談が増えており、より相談しやすい環境が求め
られている。

保健福祉部 保健所保健・感染症課

現状周辺環境

○

指標名

　平成26年11月にセーフコミュニティの取り組みを宣言、関係組織の協働・
連携のもと「安全・安心なまちづくり」のための活動のひとつとして自殺予
防対策委員会が設置される。また、自殺対策基本法の一部改正(平成28年４
月１日施行)、郡山市自殺対策基本条例の制定(平成29年９月10日施行)によ
り、市町村にも自殺対策計画策定が義務づけられ、計画に基づいた自殺予防
事業の実施と評価を行うこととなった。

政策体系 手段 意図（目的）

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

活動指標①

対象指標

成果指標②

臨床心理士による相談回数

その他

国・県支出金

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）相談者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

一般財源等

歳入計

成果指標分析結果活動指標分析結果

継続

ニーズ（小）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

代替事業（有）

・講演会及び教室、ゲートキーパー養成研修会は、コロナ禍においてもほぼ計画どおり開催した。
・臨床心理士の相談は、計画を上回り開催した。
・精神保健福祉士による電話相談は、ほぼ計画どおり開催した。

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（無）

ニーズ（小）

○

○

継続

代替事業（有） 　ゲートキーパー養成研修は、若年層への普及啓発として実施し、大幅に
参加者が増え、８割強の方から理解できたと意見を得ている。
　臨床心理士、精神保健福祉士による相談者も増加しており、一人で抱え
ることなく気軽に相談できるよう相談先について広く市民に周知していく
必要がある。
　今後も関係機関と連携強化し、継続して効果的な事業実施に努めていく
必要がある。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

・講演会及び教室、ゲートキーパー養成研修会の参加者は、計画を大きく上回った。
・臨床心理士及び精神保健福祉士による相談者数は、前年度より増加し、計画を上回った。

二次評価コメント

【事業費】
　新型コロナの影響により、講演会の中止はあったがや適
時オンラインでの開催に切り替え、事業費の大きな増減は
ない。

【人件費】
　事業実施については大きく変更はなかったが、セーフコ
ミュニティの再認証に係る事務が増加し、それに伴い人件
費は増加した。

一次評価コメント

　当該事業は、講演会やゲートキーパー養成研修会を通して正しい知識を普及啓発する
とともに、臨床心理士や精神保健福祉士による相談支援により、市民の心の健康の保持
増進を図る事業である。
　令和４年度は、市内の大学生や高校生を対象にゲートキーパー養成研修を行ったこと
で参加者数が前年度と比較し950人増加し、若年層への正しい知識の普及が図られた。ま
た、新型コロナの影響で中止とした講演会をオンラインに切り替えて開催するなど、制
約がある中で計画通り啓発活動を実施した。活動内容については、ホームページや広報
こおりやま等によって周知を図り、臨床心理士及び精神保健福祉士による相談者は前年
度よりおよそ1.2倍増加した。
　新型コロナの外出自粛等の影響により全国的に自殺率が上昇しており、不安や悩みを
抱えている方やその家族等にとって必要性の高い事業であるため、今後においても相談
者への丁寧な対応に努め、継続して事業を実施する。
　なお、人件費増加の要因はあるものの、単位コストが増加傾向にあるため、効率的な
事業運営に留意する必要がある。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画
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2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5470

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

人 6,700 4,605 6,700 4,902 4,500 6,480 4,500 4,500 4,500

枚 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

人 6,000 3,960 6,000 4,196 4,000 3,748 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

人 700 645 700 706 700 741 700 700 700 700 700

千円 2.39 2.60 3.40 2.73 2.73 2.73

千円 2.39 2.60 3.40 2.73 2.73 2.73

千円 345 181 177 243 243 243

千円 10,646 12,566 15,067 12,566 12,566 12,566

千円 10,991 12,747 15,244 12,809 12,809 12,809 0

千円

千円

千円

千円 0 0

千円 10,991 12,747 15,244 12,809 12,809 12,809 0

千円 10,991 12,747 15,244 12,809 12,809 12,809 0

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4

3-4-3-4-4 Ｈ28二次評価（行政マネジメント課）

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

2

4

4

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 保健所駅前健康相談センター運営事業 保健福祉部 保健所健康づくり課

手段 意図（目的）

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

住民意向分析事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測）

大綱（取組）

政策体系

駅前来訪時に健康相談が気軽にできる、血圧が高いのがわかって病院に早期受診ができ
た、車の運転ができないので、保健所に行くより駅前のほうが利用しやすい、土日祝日
開所なので助かるなどの声が、利用者から寄せられていることから、市民ニーズは高
い。

－
駅前「ビッグアイ」７階における各種健康相談（からだ・こころの健康・子育て・性感染症など）の実
施、血圧・身長・体重測定による健康チェック、健康情報の提供、骨コツ相談の実施

市民の健康に対する関心の高まりに対応するため、更に利便性を図りながら、市民の健康相談に応じる
ことを目的とする。

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.3
10.2

安全・安心な地域生活を下支えし、健康寿命の延伸対策の推進のため、多世代にわたる
健康相談や測定等に対応していく必要がある。駅前健康相談センターは、今後も土日祝
日の開設及び駅前にある立地上の利便性を活かしながら、市民ニーズにきめ細かに対応
をしていく必要がある。

市民の健康に対する関心の高まりとともに、保健所においても日々相談に応
じているが、更に相談しやすく、利便性を図り、市民へのサービス向上のた
め、公共交通を利用しやすい駅前での相談事業を開始した。

健康に関する各種の相談や保健指導等の常時対応している業務をはじめ、
骨コツ相談等の定期的に実施している業務等、多世代にわたり多くの利用
者がある。
なお、令和5年度から、母子手帳と予防接種予診票交付業務が保健セン
ターに集約されたことに伴い、当センターでは実施していない。

成果指標③

二次評価コメント

対象指標 市民

指標名 指標名

活動指標① 相談件数

活動指標②

単位コスト（総コストから算出）来所者及び相談者1人あたりのコスト

情報誌の配布枚数

活動指標③

成果指標① 来所者

成果指標② 電話相談者

成果指標分析結果

国・県支出金

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（所要一般財源から算出） 来所者及び相談者1人あたりのコスト

事業費

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

活動指標分析結果

その他

一般財源等

歳入計

ニーズ（大）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

健康に関する情報の発信として、隔月発行の「駅前健康相談センターだより」（チラシ）等の配付を継続
して実施し、また、利用者数向上のため、広報こおりやま及び市民課テロップ放映により、休日等の電話
及び来所による健康相談を実施している旨を周知した。
令和4年度の相談件数は、新型コロナウイルス感染症の影響は残るが、前年度より大幅に増加（+1,578）
し、コロナ禍前の件数（令和元年度：6,890人）に回復しつつある。

来所者・電話相談者数は、より実情に則した利用者数を把握するため、令和4年8月から集計方法を見直
した（相談内容が複数の場合は複数カウント→1人としてカウント）。来所者数は前年度より減少(-413
人)したが、これは集計方法の見直しによる減少分と考えられる。また、電話による相談件数は前年度
より増加(+35人)となり、集計方法の見直しによる減少分を上回る増加があった。
新型コロナウイルス感染症の影響による外出控えにより、窓口への来所者数は計画値より減少している
ものの、電話相談者は増加していることから、当該事業に対する市民ニーズは継続してあり、今後も
様々なツールを活用した周知を行う必要がある。

ニーズ（小）

代替事業（無）

【事業費】
ほぼ例年どおりである。

【人件費】
駅前健康相談センター所長が再任用職員から任期付職員
（短時間勤務）となったが、所長を正職員（フルタイム）
として算出したことにより、人件費は増大した。

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

一次評価コメント改善

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有） 　新型コロナウイルス感染症の影響による外出控えの影響はあるものの、
市民の健康に関する意識は高まっており、直近の3か年の相談件数の平均
約5,300人は、当該事業に対する市民ニーズは継続してあるものと考え
る。
　令和4年度より相談実績の分析、新規事業の検討、広報の充実等に取り
組んでいるところであり、市民の健康増進に対する関心の高まりや多岐に
わたる各種の健康相談や検査・測定等に対応するため、駅前立地や土日祝
日・夜間開設の利便性を生かしながら、引き続き事業の改善を図っていく
必要がある。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

※評価２がある場合→原則「改善・廃止・統合」

５　成果指標
（目的達成度）

○

改善
　当該事業は、市民の健康に対する関心の高まりに対応するため、各種健康相談、血
圧、身長体重測定による健康チェック等を行う事業である。
　令和４年度は、広報こおりやま及び市民課テロップ放映を行い、相談件数が前年度
と比べ大幅に増加している。また、来所者は減少しているが、これは集計方法の見直
しを行ったことによるものであり、電話相談者についても増加傾向となっており、コ
ロナ禍以前の件数に回復しつつある。
　新型コロナ対応を優先したため、新規事業の実施が困難な状況ではあったものの、
ＨＩＶ及び梅毒検査を保健所に集約したことから、駅前健康相談センターでは各種健
康相談や健康チェックのみを実施している状況となっている。
　今後においては、引き続き各種相談実績を検証し、広報活動の充実により利用者の
増加を図るとともに、駅前立地や土日祝日・夜間開設の利便性を生かしながら、駅前
における相談窓口としてのあり方を検討する必要がある。

(1) 具体的なカイゼン策
・郡山駅前健康相談センターにおける相談実績等をもとに、分析を行う。
・分析を行い、駅前の利便性を鑑み、新規事業の一部を実施できるか検討
する。
・事業について、広報活動を充実させ、積極的に周知する。
(2) カイゼンの明確な時期
・令和４年度に検討。
(3) カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・保健所等関係各課と情報共有。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当
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２ 公平性

３ 効率性
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令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5500

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

人
人

41,000 14,564 41,000 12,704 41,000 13,613 41,000 41,000 41,000 41,000

人 1,900 3,017 2,200 3,743 2,200 4,233 2,200 2,200 2,200 2,200

施設 2,500 2,509 2,500 838 120 1,320 120 120 120 120

％ 26 35.5 25 35.8 22.7 未確定 22.7 22.7 22.7 22.7 24.5 22.7

％ 65.0 65.7 65.0 67.8 65.0 70.6 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0

施設 860 850 880 867 890 887 900 920 940 940 880 940

千円 0.10 0.08 0.12 0.13 0.13 0.13 0.13

千円 0.10 0.07 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12

千円 4,340 3,088 3,876 5,632 5,632 5,632 5,632

千円 30,179 22,760 34,702 22,760 22,760 22,760 22,760

千円 34,519 25,848 38,578 28,392 28,392 28,392 28,392

千円 1,563 1,386 208 294 294 294 294

千円

千円

千円

千円 32,956 24,462 38,370 28,098 28,098 28,098 28,098

千円 34,519 25,848 38,578 28,392 28,392 28,392 28,392

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

代替事業（無）

○
ニーズ（大）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

政策体系

５　成果指標
（目的達成度）

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）
　生活習慣病の予防や重症化防止を図るため、食生活の改善や運動習慣の普及、禁煙対
策など総合的な健康づくりに向けての取り組みを推進しているところである。　令和４
年度も、新型コロナの感染拡大防止のため、食生活サポーターによる伝達講習会が大幅
に減少したものの、その他の活動については、計画値を達成した。　今後も、健康寿命
の延伸に向け、生活習慣病の兆しが表れ始める働き盛り世代に働きかけを継続する。
また、生き生き健康ポイント事業については、令和4年度から窓口で台紙を交付するもの
に限りランクアップするごとに記念品を渡し、新たな参加や継続的な参加を促すように
取り組んでいる。　さらには健康増進法の趣旨を踏まえ、受動喫煙防止に向けた取り組
みを継続して実施していく必要がある。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（大）

①　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、食生活サポーターの調理実習を伴う地区での伝達講習会を中止した
が、調理実習を伴わない地区伝達も実施され人数が前年度より増加した。②　ウォーキングコースや健康ポイント事
業の周知を行い、健康ポイント事業の健民アプリ登録者数及び健民カード発行数が増加した。③　受動喫煙対策につ
いて、喫煙可能室設置施設届出を行っている120施設及び相談・通報件数32件に加え、美容所・理容所1,168施設に受
動喫煙防止対策状況調査を行ったため、実績が大幅に増加した。その他、中・高校性へ受動喫煙防止に関するチラシ
を7000枚配布した。今後も適切な受動喫煙対策の徹底のため、周知の継続と併せ、相談等の充実及び監視指導等の取
り組みを実施していく必要がある。

①②　まちづくりネットモニター調査におけるメタボリックシンドロームの予防や改善に取り組んでい
る人の割合が増加しているが、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合が微増である。特
定保健指導の利用勧奨をさらに強化し、実施率を上げていく必要がある。
③　空気のきれいな施設認証施設数については認証件数が増加しており、今後も受動喫煙対策の周知と
共に認証施設数の増加に向けた取り組みを推進する必要がある。

一次評価コメント

活動指標分析結果

２　公平性

３　効率性

ニーズ（小）
４　活動指標
（活動達成度）

成果指標分析結果 総事業費（事業費・人件費）分析結果

ニーズ（小）

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

二次評価コメント

【事業費】
新しい生活様式を取り入れながら事業を実施したほか、
ウォーキングガイドを作成（２年に１回）したため事業費
は増加した。

【人件費】
新型コロナウイルス感染拡大防止により縮小していた事業
を徐々に再開したことに伴い、前年度と比較して相対的に
人件費が増加した。

　当該事業は、食生活改善や運動習慣の普及等の健康づくり、受動喫煙防止に向けた対
策を実施することで、生活習慣病の予防及び重症化の防止を図る事業である。
　令和４年度は、新型コロナの感染拡大防止のため、食生活サポーターによる地区伝達
人数は減少したが、離乳食教室の定数を半分にし、保護者を１名に限定するなど、新し
い生活様式を取り入れながら継続的に事業に取り組んだ。受動喫煙対策については、美
容所・理容所1,168施設に受動喫煙防止対策状況調査を行ったため、計画値を大きく上回
る施設への指導・周知が行われたところである。また、メタボリックシンドロームの予
防や改善に取り組んでいる人の割合は増加傾向にあり、周知・啓発の効果がうかがえ
る。
　今後においても、栄養、運動、喫煙等の各種対策を効果的に実施し、生活習慣病の予
防による、健康寿命の延伸や健康格差縮小を目指すため、継続して事業を実施する。
　なお、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合は年々増加していること
から、様々な活動を通し、幅広く正しい知識の普及や啓発活動を実施していく必要があ
る。

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

歳入計

一般財源等

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

単位コスト（総コストから算出）市民一人当たりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 市民一人当たりのコスト

事業費

成果指標② メタボリックシンドロームの予防や改善に取り組んでいる人の割合

成果指標③ 「空気のきれいな施設」認証施設数

成果指標① 郡山市特定健診のメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測）

活動指標① 食生活サポーターによる地区伝達(講習会・対話・訪問)人数

活動指標② 生きいき健康ポイント事業参加者数（健康パスポート発行数、健民アプリ登録者数）

活動指標③ ～Ｒ３受動喫煙防止対策説明会等による周知施設数/Ｒ４～受動喫煙防止対策相談及び状況調査実施件数

対象指標 市民

指標名 指標名

大綱（取組）

１ 外食等栄養成分表示店推進事業～外食や調理済み食品の利用状況が増
加、市民の２人に１人は昼食に外食を利用している。
２ 生きいき健康ポイント事業等～生活習慣病予防の一つである運動の中の
ウォーキングへの関心が高まっている。
３ 受動喫煙防止対策事業～健康増進法により室内環境での分煙対策の認識
が深まってきている。

１ 生活習慣病発症の要因の一つとして食生活は重要であり、健全な習慣を身に
付け継続できるようにすることが全市民に必要である。
２ 郡山市内周辺の遊歩道を市民に周知しており、ウォーキングが実践される環
境が整備されている。
３ 受動喫煙対策については、2017年度から市公共施設を敷地内禁煙とし、2020
年4月からの改正健康増進法の全面施行などを受け、受動喫煙防止に向けた環境
整備が進んでいる。

１ ライフスタイルやライフステージ別に、個人の生活習慣に合わせた健全な食生活が実
践できるよう、正しい知識の普及とそれを実践できる環境の整備が必要とされる。
２ 市民の健康づくりを進めるため、気軽に日常生活でウォーキングを実践するなど、行
動変容に結びつく施策が求められる。
３ 受動喫煙防止の観点から、さらに民間事業所等の禁煙環境を整えていく必要がある。

市民の死因の約半数が生活習慣病である「がん」や「心疾患・脳血管疾患」であり、栄
養・運動・休養・喫煙等の対策が求められている。
また、平均寿命の延伸により、健康寿命の延伸と健康格差の縮小に向けたニーズも高く
なっている。
受動喫煙防止対策については、健康への影響についての啓発や市民の禁煙への支援等が
求められている。

－
１　外食等栄養成分表示店推進事業、離乳食教室、食生活サポーター育成研修会、出前講座、減塩対策事業
２　遊・悠・友と歩こう元気路ー健康ロード事業、生きいき健康ポイント事業等運動等による健康づくり事業
３　受動喫煙対策事業及び禁煙推進事業の実施

食生活の改善、運動習慣の普及による健康づくりの推進、受動喫煙防止対策の推進を総合的に実施することによ
り、メタボリックシンドローム該当者の減少を目指すとともに、生活習慣病の発症予防と重症化防止を目指す。

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.4
3.a
10.2

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 生活習慣病対策事業 保健福祉部 保健所健康づくり課

手段 意図（目的）

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

住民意向分析

単位
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）
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4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）
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３ 効率性
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（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5796

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

枚 500 290 500 4,316 4,000 4,042 4,000 4,000 4,000 4,000

回 45 5 45 25 45 36 45 45 45 45

％ 100.0 95.7 100.0 97.3 100.0 96.1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100

％ 100.0 86.0 100.0 85.0 100.0 86.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100

％ 90.0 86.9 90.0 86.8 90.0 88.7 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90

千円 30.6 57.8 84.6 38.9 38.9 38.9 38.9

千円 30.6 57.8 84.6 38.9 38.9 38.9 38.9

千円 183 170 952 480 480 480 480

千円 2,747 5,457 7,176 5,457 5,457 5,457 5,457

千円 2,930 5,627 8,128 5,937 5,937 5,937 5,937

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 0 0 0

千円 2,930 5,627 8,128 5,937 5,937 5,937 5,937

千円 2,930 5,627 8,128 5,937 5,937 5,937 5,937

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

4-4-3-4-3 Ｈ28二次評価（行政マネジメント課）

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

成果指標① 市民の認知度

第四次郡山市食育推進計画（2023～2025年）の基本理念「食育を通して健
康で安心して生きいきと暮らせるまち　こおりやま」に基づき、食を取り
巻く環境の変化やライフスタイルの多様化を踏まえ、食生活の乱れ、栄養
の偏りや肥満の増加等の課題を目標項目として設定し、食育を推進してい
る。

高齢化が進行する中で、健康寿命の延伸や生活習慣病の予防が引き続き課題であり、栄
養バランスに配慮した食生活の重要性が増している。
少子高齢化、世帯構造の変化や中食市場の拡大が進行するとともに、食に関する価値観
や暮らしの在り方も多様化し、健全な食生活を実践することが困難な場面も増えてきて
いる。

住民意向分析

平成24年、第二次郡山市食育推進計画が制定され、平成25年度から平成29年
度までの指標や目標値が設定された。
今後も継続して食に関する知識・選択力の習得、健全な食生活の実践ができ
るよう食育運動を推進する。

対象指標 市民

活動指標① 食育周知啓発用リーフレット等の配布（計画本編・市民版等）

指標名 指標名
2023年度（令和５年度）

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3/2.1
2.2/3.4
10.2/12.3

継続

食育推進ボランティア活動回数活動指標②

活動指標③

歳入計

成果指標②

認知度1％あたりのコスト

事業費

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景） 今後周辺環境（予測）

2022年度（令和４年度）
単位

５　成果指標
（目的達成度）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価 食育推進事業 保健福祉部 保健所健康づくり課

手段 意図（目的）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

栄養バランスのとれた食事の実践や減塩などの取組において、個人の努力だけでは改善
が困難な状況も見られることから、健康無関心層も含めて自然に健康になれる食環境づ
くりが求められている。

－

・第四次郡山市食育推進計画(2023～2025年）に基づき食育を推進するとともに,郡山市健康づくり推進懇談会連絡調整会議・郡山市健康づく
り推進懇談会において、計画の進行状況の確認や意見交換等を行い、効果的に食育を推進する。
・市ウェブサイト、展示等を通して広報等あらゆる機会に食育を周知啓発する。
・食育推進ボランティアの派遣事業により、市民に「食」の大切さを伝え、食育の普及や食育活動を支援することで食育を推進する。

市民が「食」に関する知識を習得するとともに、「食」を選択できる力を育む。生涯にわたるライフス
テージに応じた間断ない食育を推進し、健康なこころとからだをつくることができるよう食育を推進す
る。

現状周辺環境

2024年度（令和６年度）

ニーズ（小）

ニーズ（小） ニーズ（大）

二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得することで、健
全な食生活の実践に寄与するための事業である。
　令和４年度は、昨年度に引き続き小学校１年生とその保護者へ食育に関するチ
ラシを配布し、概ね計画値どおりの周知啓発を行った。また、食育推進ボラン
ティアの活動については、計画値には届かなかったものの、新型コロナの感染予
防対策を講じながら、昨年度を上回る回数の活動を実施し、食育の推進を図った
ところである。
　今後も、ライフスタイルの多様化や食環境の変化に対応し、健全な食生活の推
進を図るため、継続して事業を実施する。なお、ネットモニターの結果におい
て、20代から40代で欠食が多く見られることや健康維持のための食生活を心がけ
ている人の割合も低いことから、ライフステージに応じた、切れ目のない食育の
推進を図るため、関係各課と連携を図りながら、事業推進に努める必要がある。代替事業（無）

ニーズ（大）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○

政策体系

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

一般財源等

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

市債

毎日朝食を摂取している人の割合

成果指標③ 健康維持のための食生活を心がけている人の割合

単位コスト（総コストから算出）認知度1％あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

成果指標分析結果

【事業費】
小学1年生を対象とした食育周知用チラシを作成・配布し
た他、第四次郡山市食育推進計画（2023～2025年）を策定
し、本編と市民版を印刷・配布したため、事業費が増加し
た。

【人件費】
第四次食育推進計画の策定、小学生へ配布するチラシの作
成、食育ボランティアの活動が徐々に再開されたことなど
から、前年度と比較して相対的に人件費が増加した。

一次評価コメント

①第三次郡山市食育推進計画（市民版）の健康教室やイベント等での配布、小学１年生とその保護者へ食育に関する
チラシの配布により、計画どおりの枚数の配布が実施できた。今後も計画（市民版）等の配布による周知啓発を継続
していく。

②新型コロナウイルス感染症の影響によりボランティアの派遣を中止したこともあったが、感染症予防対策を講じな
がら活動し、前年度より活動回数を増加させることができた。新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、依頼の増
加が見込まれることから、今後も広く周知を行っていく。

①「食育の市民の認知度」は、前年度より1.2ポイント減少した。
②「毎日朝食を摂取している人の割合」は、前年度と比較すると1.6ポイント増加した。
③「健康維持のための食生活を心がけている人の割合」は、前年度と比較すると1.9ポイント増加した。
⇒成果指標①～③については、ネットモニターの調査から評価している。食育の認知度は、9割と高く認知されている。朝食
の摂取については、86.6%の摂取と高いが、20代～40代においては、他の年代と比較すると欠食が多く見られることや健康維
持のための食生活を心がけている人の割合も低いことから、若い世代・働き世代への働きかけが引き続き必要である。

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有） 　市民の健康づくりとして、健全な食生活を実践することが必須である。
食生活を取り巻く環境の変化等により、食生活の乱れや栄養の偏りによる
生活習慣病の健康課題など様々な課題があることから、生涯を通じて食育
の推進を図るため、継続して事業を実施する必要性がある。
　新しい生活様式を取り入れ食育推進ボランティアの活動を実施し、回数
は増加傾向にある。また、第四次郡山市食育推進計画（2023～2025年）に
基づき食育を推進するとともに,郡山市健康づくり推進懇談会連絡調整会
議・郡山市健康づくり推進懇談会において、計画の進行状況の確認や意見
交換等を行い、効果的に食育を推進する。

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○５　成果指標
（目的達成度）

活動指標分析結果
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5827

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
人

194,810
97,133

195,628
97,951

196,098
96,356

％ 30.0 27.3 30.5 29.6 31.0 30.8 31.0 31.0 31.0 31.0

％ 88.0 88.0 88.0 81.4 88.0 82.5 88.0 88.0 88.0 88.0

人 4,300 1,243 4,300 609 4,300 1,404 4,300 4,300 4,300 4,300

人 113,000 93,102 113,000 103,083 113,000 105,625 113,000 113,000 113,000 113,000 113,000 113,000

円 21,000 31,887 21,000 30,509 21,000 30,731 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21.000

％ 72.1 75.1 72.0 75.6 72.0 未確定 72.0 72.0 72.0 72.0 72.0 70.0

千円 6.8 6.9 7.0 7.8 7.8 7.8 7.8

千円 6.3 6.4 6.4 7.2 7.2 7.2 7.2

千円 607,212 691,898 699,201 799,845 799,845 799,845 799,845

千円 25,184 18,836 35,557 18,836 18,836 18,836 18,836

千円 632,396 710,734 734,758 818,681 818,681 818,681 818,681

千円 22,552 26,750 36,569 30,933 30,933 30,933 30,933

千円 0 0 0 0

千円 0 0 22 0 0 0 0

千円 18,825 19,992 19,350 27,373 27,373 27,373 27,373

千円 591,019 663,992 678,817 760,375 760,375 760,375 760,375

千円 632,396 710,734 734,758 818,681 818,681 818,681 818,681

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

3

4

健康増進事業

住民意向分析

市民の健康への意識や関心が高まっている。正しい知識の普及啓発や、検診体制の整備
により、疾病の発症予防や早期発見・重症化予防を図り、健康寿命を延伸するための施
策が求められている。

保健福祉部 保健所健康づくり課

現状周辺環境

－

指標名

平成20年度から「高齢者の医療の確保に関する法律(平成18年「老人保健
法」から改称)」に『特定健康診査・特定保健指導』・『後期高齢者健康診
査』が組み込まれた。
また、がん検診、その他の保健事業は「健康増進法」へと根拠法令が変更と
なり、引き続き実施する。

大綱（取組）

まちづくり基本指針

政策体系 手段 意図（目的）

１健康手帳の交付　２健康教育　３健康相談　４訪問指導
５検診（がん検診、骨粗鬆症検診、歯周疾患検診、肝炎ウイルス検診）

市民の健康の保持・増進を促し、疾病の予防・早期発見・早期治療に結び付け、生涯にわたる健康づく
りを支援する。

1.3
3.4
10.2

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2024年度（令和６年度）2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

国の指針を踏まえ、平成30年度から乳がん検診についてこれまで実施していた視触診を
廃止。胃がん検診については、令和元年度から対象年齢を40歳以上から50歳以上に変更
した。
今後も、国の動向を注視し検診項目等を検討していく必要がある。
また、変更する場合には、市民への周知方法についても併せて検討していく必要があ
る。

今後周辺環境（予測）

成果指標③

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

成果指標②

要医療者の精密検査受診率

指標名
2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

75歳未満のがんの年齢調整死亡率(人口10万対）

国保の一人当たりの１か月間の医療費

各種がん検診等受診者数(特定健診・後期高齢者健診除く）

健康教育受講者数

肺がん検診の受診率

市民（成人）
40歳以上の市民で会社等で検診機会のない方

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

各種がん検診等受診者1人あたりのコスト

単位コスト（総コストから算出）各種がん検診等受診者1人あたりのコスト

事業開始時周辺環境（背景）

平成28年２月に「がん検診実施のための指針の一部改正」があり、胃がん
検診･乳がん検診についての検診項目等が変更された。

その他

国・県支出金

活動指標分析結果

２　公平性

①集団健診を3地区再開し、施設健診は通常通り実施した。受診者数は前年度より増加したものの、新型
コロナウイルス流行前の受診率には及ばない。
②精密検査受診率については令和5年3月1日の途中経過の数値であるが、通知での受診勧奨に加え、電話
での受診勧奨を実施しており、引き続き今後も疾病の早期発見・早期治療につなげるため、受診勧奨を継
続していく必要がある。
③健康教育においては、新しい生活様式を取り入れながら徐々に再開し、実施回数及び受講者数は前年度
より増加した。

①新しい生活様式を取り入れた健診の実施により前年度より受診者数は増加したが、新型コロナウイル
ス感染症流行以前には及ばないため、引き続き受診率向上に向けた対応が必要である。
②国保の1人当たりの1か月の医療費は令和3年度と比較すると令和4年度は222円増加した。疾病の早期
発見や重症化予防について、健診受診率向上対策や糖尿病重症化予防事業など継続していく必要があ
る。
③75歳未満のがんの年齢調整死亡率は令和2年度から令和3年度は微増している。引き続きがん検診の受
診勧奨に努め、疾病の発症予防・早期発見・早期治療につなげる必要がある。

１　規模・方法の妥当性

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

代替事業（有） 令和4年度は集団健診を3地区実施し、施設健診や健康教育・相談も新しい
生活様式を取り入れながら実施した。検診等受診者数は前年度よりは増加
しているものの、新型コロナウイルス感染症流行前の令和元年の受診率に
は及ばない。
令和５年度からは、乳がん・子宮頸がん検診の奇数年齢受診券及びクーポ
ン券の簡単電子申請を取りいれ、さらなる検診受診率の向上を図る。
今後も生涯にわたる健康づくりを推進しながら健康寿命の延伸を図る必要
がある。

成果指標分析結果

代替事業（有）

【事業費】
各種検診の受診者数が増加に伴い委託料が増加した。ま
た、集団健診の再開や健康教育などを徐々に通常に近い形
で実施したことや、新規事業として「郡山市若年がん患者
在宅療養支援事業」を実施ししたため、事業費は増加し
た。

【人件費】
新型コロナウイルス感染拡大防止のために縮小していた事
業を通常に近い形で実施したため、前年度の比較して相対
的に人件費が増加した。

一次評価コメント

ニーズ（大）

ニーズ（大）

二次評価コメント

継続

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、健康増進・疾病予防のための健康教育、各種検診による疾病の早期発
見、早期治療の実現及び精密検査該当者への受診率向上を図る事業である。
　令和４年度は、特定健診や各がん検診等を３地区で再開し、施設健診を通常どおり実
施するとともに、特定健診や後期高齢者健診で要医療になった方に対して行う健康教育
や地区での健康教育を計97回実施し、1404名の受講があり、受診者数・受診率・受講者
数ともに昨年度を上回ることができた。また、令和４年度から新たに在宅サービス利用
料の一部を補助する「郡山市若年がん患者在宅療養支援事業」を開始し、若年のがん患
者の方が住み慣れた自宅で自分らしく安心して日常生活が送れるよう取り組んだところ
である。
　正しい知識の普及啓発や検診体制の整備及び疫病の発症予防や早期発見・重症化予防
により、健康寿命の延伸を図るため、今後も継続して事業を実施する。
　なお、コロナ禍以前の各種がん検診の受診率には及ばないため、引き続き受診率向上
に向けた取組みが必要である。

継続

代替事業（無）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

○

１　規模・方法の妥当性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

○

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6583

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
10,144
4,401

326,402 324,586

回 4 11 6 11 8 10 10 10 10

回 1 5 4 7 13 7 7 7 7
回 3 3 4 5 11 5 5 5 5

地区 2 2 8 5 7 7 7 7 7 7

％ 1.31
1.14
0.0

1.31 1.05 1.23 1.08 1.00 1.00 1.00 1.00 1.23 1.00

％ 15.11
5.26

13.64
15.11 14.18 14.06 11.49 12.71 12.71 12.71 12.71 14.06 12.71

千円 54.4 0.03 0.02 0.04 0.04 0.04 0.04

千円 54.4 0.03 0.02 0.04 0.04 0.04 0.04

千円 167 227 324 458 458 458 458

千円 10,939 8,172 6,322 8,172 8,172 8,172 8,172

千円 11,106 8,399 6,646 8,630 8,630 8,630 8,630

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0 0

千円 11,106 8,399 6,646 8,630 8,630 8,630 8,630

千円 11,106 8,399 6,646 8,630 8,630 8,630 8,630

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

4

4

意図（目的）

５　成果指標
（目的達成度）

2020年度（令和２年度）

特定歯科保健事業

住民意向分析

１.乳幼児期に関わることで顔が見える関係ができ、参加者からは「誰かと話したかった」「不安が
解消できた」などの声が多くあり市民のニーズは高いと考えられる。
２.小学校を対象とした歯科指導では、タブレット活用により、今まで以上にリアリティのある指導
を展開することができ、児童生徒の歯や口に対する興味関心が高まったとの声があった。

保健福祉部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③
活動指標②

活動指標①

対象指標

保健所健康づくり課

事業実施地区の数

歯科健康教育実施回数

指標名指標名

歯科指導実施回数(幼稚園・小学校）

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

政策体系

大綱（取組）

１歳６か月児健診むし歯有病者率(比較対象：中核市平均)

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

１.むし歯有病状況における地域差が大きい課題はあるが、1歳6か月児でむし歯の児がいない地
区が令和3年度3地区だったところ、令和4年度は7地区に増加するなど、むし歯予防に対する関心
の高まりがうかがえる。
２.新型コロナウイルスの予防意識が歯や口の健康づくりに与える効果は大きいため、今後も継
続したむし歯予防の取組みを展開することが望ましい。
３.むし歯の発生には、複数の要因が関与することから、引き続きむし歯発生の要因分析は必要
である。

事業費

手段

【事業費】
コロナ禍でも実施可能な内容を工夫して事業を行ったこと、対
象施設や健康教育の依頼が増えたことによって、活動する機会
も増え事業費が増加した。

【人件費】
正職員は、年度の前半は新型コロナ対応を優先的に実施したこと、
新型コロナへの配慮により、事業規模に応じたスタッフの配置を
行ったことにより人件費は減少した。

単位コスト（総コストから算出）市民１人あたりのコスト

4 誰もが健康で生きいきと暮らせるまち

1.3
3.8
10.2

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」
―

重点地区への実施で得られた成果を基に、市内全域に対象地区を拡大し、特に幼児期のむし歯有病率の高い地区から順次歯科
保健事業を実施する。
①乳幼児相談・支援の実施　②幼稚園歯科指導の実施　③小学校歯科教育・指導の実施
④歯科健康相談・教育の実施・歯と口腔に関する情報提供

地区診断において、むし歯有病率の高かった２地区（日和田・西田）を重点地区として、幼少期から高齢期までを対象とした歯科
事業をモデル事業として実施し、３歳児のむし歯有病率が減少するなど成果を上げた。
しかしながら、市内にはむし歯有病率が高い地区が点在していることから、事業展開する地区を拡大し、幼児期から繋がりを持っ
た事業を実施することで市全体のむし歯有病状況の改善を図り、市民の歯と口腔の健康増進に努める。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

○

継続

　当該事業は、むし歯有病率が高い地区において、幼児期から繋がりを持った歯
科事業を実施することで、市全体のむし歯有病状況の改善を図り、市民の歯と口
腔の健康増進に努める事業である。
　令和４年度は、むし歯有病率が比較的高い市内７地区で事業を実施し、地区に
おける歯や口の現状を把握するとともに、小学校歯科指導では、新たにタブレッ
トを活用するなど、よりわかりやすく効果的な指導を行うことができた。また、
出前講座を起点として、高校生との繋がりができたことで、今後の事業展開に活
かすための情報収集を行うことができた。本市の３歳児健診むし歯有病者率は昨
年度及び中核市平均を大きく下回る結果となっており、事業の成果が見てとれ
る。
　今後においても、こども部や学校教育部との連携を図りながら、市内全域のむ
し歯有病率の改善に向けて、継続して事業を実施する。

継続

代替事業（有）
　当該事業は令和2年度まで幼児期のむし歯有病率の高い地区を重点地区として
取組み、一定の成果があったことから、新たな課題解決のために令和3年度より
地区を拡大して実施している。新型コロナの影響の中であったが、新型コロナへ
配慮した内容に変更した結果、実施施設数が増え、令和4年度は各事業計画値を
上回っての実施であった。3歳児のむし歯有病率は令和3年度より2.69ポイント
減少し、計画値を達成できた。また、小学校等の指導では新たな試みとしてタブ
レットを活用した指導を導入するなど、より児童生徒の興味関心を持たせる内容
で実施でき、施設側からも継続を望む声があった。
　今後も継続したむし歯予防に取組むとともに、乳幼児期から学齢期、高齢期と
繋がりを持った施策の展開をしていく必要がある。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

一次評価コメント

代替事業（有）

代替事業（無）

１.歯と口の健康課題を抽出し、地区を拡大して取り組むことができた。
２.自律的な取組み目指し、特に小学校への介入を強化することで、児童生徒だ
けでなく、児童生徒を取りまく周囲の「歯と口腔」に関する意識に変化が見られ
ている。
３.新型コロナウイルスの影響下でも、事業内容を変更・工夫し実施することが
できた。

まちづくり基本指針

2024年度（令和６年度）
単位

１.平成26年度地区診断において、健康課題の1つに「むし歯対策」が挙げられた。
２.幼児期においてむし歯予防の取組みを実施し、幼児期のむし歯は減少傾向にあ
るものの、依然全国と比較するとむし歯の状況は高い。
３.本市において、幼児期のむし歯の状況に地域間で差が見られる。
４.「歯に関する問題」は幼児期だけではない。
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３　効率性
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１　規模・方法の妥当性

１.乳幼児を対象とする子育て相談事業は、地区開催の事業に相乗りする形で実施することで、地区おける歯や口の
現状を把握することができた。
２.小学校歯科指導では、新規の学校へ介入し施設の実情に応じた歯科保健指導を実施することができた。
３.健康教育では、ライフステージにおいて関わりの少ない世代である中・高校生や、保育施設職員を対象とする機
会があり、現状の把握や興味関心の程度など実態の把握をすることができた。

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

歳入計

その他

総事業費（事業費・人件費）分析結果

１.令和4年度は各事業において計画値を上回って実施することができた。
２.令和4年度の3歳児におけるむし歯有病者率は令和3年度より2.69ポイント減少しており、改善傾向を示してい
る。
３.小学校歯科指導では、タブレットの活用を取り入れるなど今までと違った内容で指導することができた。
４.健康教育においては、関わりの少ない世代(高校3年生)との接点ができたことで、今後の事業展開に活かすた
めの情報収集ができた。

成果指標分析結果

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）


